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令 和 ５ 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 令和５年３月10日（金曜日）

開 会 午前10時１分

散 会 午後５時12分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 令和５年度沖縄県一般会計予

算（知事公室、総務部及び公

安委員会所管分）

２ 甲第７号議案 令和５年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計予算

３ 甲第19号議案 令和５年度沖縄県公債管理特

別会計予算

出席委員

委 員 長 又 吉 清 義

副委員長 島 尻 忠 明

委 員 仲 村 家 治 花 城 大 輔

仲 田 弘 毅 山 里 将 雄

当 山 勝 利 西 銘 純 恵

渡久地 修 國 仲 昌 二

平 良 昭 一 當 間 盛 夫

上 原 快 佐

説明した者の職・氏名

知 事 公 室 長 嘉 数 登

秘 書 課 長 比 嘉 奈緒子

参事兼基地対策課長 古 堅 圭 一

防 災 危 機 管 理 課 長 池 原 秀 典

辺 野 古 新 基 地 知 念 宏 忠
建 設 問 題 対 策 課 長

特 命 推 進 課 長 武 村 幹 夫

総 務 部 長 宮 城 力

総 務 私 学 課 長 山 内 昌 満

人 事 課 長 知 念 百 代

行 政 管 理 課 長 嘉 数 広 樹

職 員 厚 生 課 長 島 尻 和 美

財 政 課 長 又 吉 信

管 財 課 長 池 原 勝 利

警 察 本 部 長 鎌 谷 陽 之

警 務 部 長 壱 岐 恭 秀

警 務 部 参 事 官 知 念 克 幸
課 長 事 務 取 扱

警 務 部 会 計 課 長 中 根 繁

警 務 部 厚 生 課 長 仲 吉 猛

交 通 部 長 下 地 忠 文

警 備 部 長 市 原 悠 樹
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○又吉清義委員長 ただいまから、総務企画委員会

を開会いたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長及び

警察本部長の出席を求めております。

なお、令和５年度当初予算議案の総括的な説明等

は、昨日の予算特別委員会において終了しておりま

すので、本日は関係室部局予算議案の概要説明を聴

取し、調査をいたします。

「本委員会の所管事務に係る予算議案の調査につ

いて」に係る甲第１号議案、甲第７号議案及び甲第

19号議案の予算３件を一括して議題といたします。

まず初めに、知事公室長から知事公室関係予算の

概要の説明を求めます。

嘉数登知事公室長。

○嘉数登知事公室長 おはようございます。

知事公室所管の令和５年度一般会計歳入歳出予算

の概要について説明いたします。ただいま通知しま

したのは、令和５年度当初予算説明資料抜粋版知事

公室でございます。

１ページの令和５年度一般会計部局別予算を御覧

ください。

表の上から２番目、知事公室における令和５年度

歳出予算額は45億8868万6000円となっており、前年

度と比較して8244万円、1.8％の減となっております。

なお、一般会計予算総額に対する構成比は0.5％と

なっております。

２ページを御覧ください。

一般会計の歳入予算について御説明いたします。

表の一番下、左側の知事公室合計欄を御覧くださ

い。

知事公室が所管する歳入予算の総額は25億9677万

9000円で、前年度当初予算額26億5262万9000円と比

較しまして5585万円、率にして2.1％の減となってお

総務企画委員会記録（第２号）
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ります。

次に、歳入予算について款別に御説明いたします。

（款）９、使用料及び手数料の知事公室所管分は

1700万2000円で、これは主に危険物取扱所等の設置

許可申請等手数料に係る証紙収入でございます。

（款）10、国庫支出金の知事公室所管分ですけれ

ども24億7425万1000円、これは主に不発弾等処理促

進費に係る国庫補助金であります。

（款）11、財産収入の知事公室所管分ですけれど

も42万円で、これは主に消防学校の自動販売機設置

に伴う建物貸付料であります。

（款）15、諸収入は430万6000円で、これは主に県

広報誌等広告料でございます。

（款）16、県債の知事公室所管分ですけれども１億

80万円で、新規事業であります消防防災ヘリコプター

整備推進事業に係るものであります。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

次に、３ページを御覧ください。

一般会計歳出予算の概要について御説明いたしま

す。

知事公室所管の歳出予算は、（款）２、総務費から

となっております。

表の一番下、左側の合計欄を御覧ください。

県全体の歳出予算は8613億9500万円で、そのうち

知事公室所管の歳出予算額は45億8868万6000円。こ

ちらは前年度当初予算額46億7112万6000円と比べ、

8244万円、率にしまして1.8％の減となっております。

次に、歳出予算の主な内訳について御説明いたし

ます。

表の右端の説明欄を御覧ください。

知事公室の所管する主な経費（事項）の内訳とし

ましては、まず、不発弾処理促進費が27億3146万

4000円、職員費９億5724万6000円、消防指導費２億

5327万9000円、基地対策調査費２億903万3000円、広

報広聴活動費１億5075万6000円、防災対策費8388万

7000円等でございます。

以上で、知事公室関係の令和５年度一般会計歳入

歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 知事公室長の説明は終わりまし

た。

次に、総務部長から総務部関係予算の概要の説明

を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 それでは、総務部関係予算の概

要について、令和５年度当初予算説明資料総務部抜

粋版により御説明いたします。

資料１ページをお願いいたします。

部局別予算となっております。

部局別予算で見ますと、総務部の歳出予算額は

1621億6254万5000円で、予算総額の18.8％を占めて

おります。

２ページ、歳入予算を御説明いたします。

表の一番下、合計欄、一番左の欄に県全体の予算

額、その右側に総務部分の予算額を示しております。

県全体の歳入予算額は8613億9500万円のうち、総

務部所管の歳入予算額は5173億9512万4000円で、前

年度と比べ83億1890万4000円の増となっております。

増の主な要因は県税及び地方交付税等の増となりま

す。

主なものについて、款別で御説明いたします。

１、県税は1463億5700万円で、前年度と比べて50億

9800万円の増となっております。前年度実績等を勘

案し、個人県民税、地方消費税、自動車税等におい

て増収を見込んでおります。

２、地方消費税清算金は689億3662万円で、前年度

と比べて76億1548万8000円の増となっております。

県税と同じく前年度実績等を勘案して増収を見込ん

でおります。

３、地方譲与税は260億2100万円で、前年度と比べ

て20億9200万円の増となっております。国の予算、

地方財政計画の動向等を勘案して増収を見込んでお

ります。

４、市町村たばこ税県交付金は９億2144万3000円

で、前年度と比べて４億3805万6000円の増となって

おります。対象市町村のたばこ税収の増が見込まれ

るため、増収を見込んでおります。

６、地方交付税は2292億円で、前年度と比べて90億

円の増となっております。地方財政計画の動向、前

年度実績等を勘案して増収を見込んでおります。

10、国庫支出金は53億5782万5000円で、前年度と

比べて３億1552万3000円の減となっております。そ

の主なものは私立学校等教育振興費に係る国庫補助

金となります。

13、繰入金は262億2721万円で、前年度と比べて93億

7312万6000円の減となっております。その主なもの

は財政調整基金の取崩し等によるものであります。

16、県債は63億2860万円で、前年度と比べて64億

9340万円の減となっております。その主なものは臨

時財政対策債で、地方財政計画の動向、前年度実績

を勘案して減を見込んでおります。

また、地方交付税が増となった分、臨時財政対策



－105－

債が振り替わって減となったものとなります。

以上が、一般会計歳入予算の概要となります。

続いて３ページ、歳出予算を御説明いたします。

２、総務費は254億1516万5000円で、その主なもの

は一番右の説明欄に示しているとおり、私立学校等

教育振興費82億2073万6000円、賦課徴収費49億873万

5000円、公有財産管理費41億2011万3000円でありま

す。

12、公債費は654億731万9000円で、その主なもの

は公債管理特別会計繰出金の元金で631億5732万

5000円、利子で22億1339万5000円であります。

13、諸支出金は708億4006万1000円で、その主なも

のは地方消費税交付金346億3465万1000円、地方消費

税清算金305億1710万8000円、法人事業税交付金25億

8988万7000円であります。

以上が、一般会計歳出予算の概要となります。

続いて、特別会計について御説明いたします。

４ページとなります。

所有者不明土地管理特別会計の令和５年度当初予

算額は１億9616万円で、前年度と比べ1338万5000円、

7.3％の増となっております。

５ページ、公債管理特別会計の令和５年度当初予

算額は868億7297万円で、前年度と比べ55億7042万円、

6.9％の増となっております。

以上で、総務部所管の一般会計及び特別会計の歳

入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

次に、警察本部長から公安委員会関係予算の概要

の説明を求めます。

鎌谷陽之警察本部長。

○鎌谷陽之警察本部長 本委員会の開催に当たり、

発言の機会をいただきまして一言申し上げます。

去る３月２日、警察本部に勤務する警視を児童買

春で通常逮捕いたしました。県警察を挙げて、子供、

女性の安全確保を推進する中、県民の皆様の信頼を

大きく損なう言語道断というべき事案が発生したこ

とは極めて遺憾であり、被害児童及び御家族をはじ

めとする関係者並びに県民の皆様に深くおわびを申

し上げます。

県警察では、事案の解明を徹底し当該職員の厳正

な処分を行うとともに、職員に対する職務倫理教養

を徹底し、併せて少年を取り巻く有害環境対策にも

改めて全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。委員各位には引き続き県警察に対する御指導を

賜りますようよろしくお願いを申し上げます。

公安委員会所管の令和５年度一般会計歳入歳出予

算の概要について、抜粋版令和５年度当初予算説明

資料に基づいて御説明を申し上げます。

ただいま通知いたしました、説明資料の表紙と目

次をスクロールして１ページ、総括表を御覧くださ

い。

表の下から５段目、部局名公安委員会欄を御覧く

ださい。

公安委員会の予算額は377億7234万5000円で、一般

会計予算総額に対する構成比は4.4％となっておりま

す。

資料の２ページを御覧ください。

一般会計歳入予算の概要について御説明を申し上

げます。

表の一番下、合計欄を御覧ください。

公安委員会が所管する歳入予算の総額は59億

9013万2000円で、前年度と比べて11億80万7000円、

22.5％の増となっております。

次に、公安委員会所管の歳入予算について、款ご

とに御説明を申し上げます。

９、使用料及び手数料は14億355万6000円で、主に

警察施設使用料、自動車保管場所関係手数料、運転

免許関係手数料等に係る証紙収入であります。

10、国庫支出金は28億7030万3000円で、警察活動

や警察施設、交通安全施設の整備、離島警備対策等

に係る国庫補助金であります。

11、財産収入は1956万8000円で、主に自動販売機

設置に伴う土地、建物貸付料であります。

15、諸収入は２億9440万5000円で、主に放置駐車

車両に係る放置違反金の過料等となっております。

16、県債は14億230万円で、警察施設や交通安全施

設の整備に係るものであります。

資料３ページを御覧ください。

一般会計歳出予算の概要について御説明を申し上

げます。

公安委員会が所管する歳出予算の総額は、（款）９、

警察費377億 7234万 5000円で、前年度と比べ13億

2267万7000円、3.6％の増となっております。

主な内訳ですが、職員費、運営費等の経費である

（目）警察本部費は310億228万6000円で、警察施設

の整備、維持管理等の経費である（目）警察施設費

は24億9627万6000円、運転免許行政に必要な経費で

ある（目）運転免許費は10億10万1000円、交通安全

施設の整備、交通指導取締り等に必要な経費である

（目）交通指導取締費は15億7601万9000円となって

おります。
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以上で、公安委員会所管の令和５年度一般会計歳

入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いを申し上げます。

○又吉清義委員長 これより質疑を行います。

本日の質疑につきましては、予算議案の審査等に

関する基本的事項に従って行うことといたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る予算議案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、３月13日、当委員会の

質疑終了後に改めて、総括質疑とする理由の説明を

求めることにいたします。

なお、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰にどのような項目を聞き

たいのか確認しますので、簡潔に説明するようお願

いします。

その後、予算特別委員会における総括質疑につい

ての意見交換や当該事項の整理を行った上で、予算

特別委員会に報告することにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会に準じて、譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する予算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ告げた上で、説明資料の

該当ページを表示し、質疑を行うようお願いいたし

ます。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆様の御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、知事公室に係る甲第１号議案、総務部

に係る甲第１号議案、甲第７号議案及び甲第19号議

案、公安委員会に係る甲第１号議案に対する質疑を

行います。

第１多数会派の所属委員から、島尻忠明委員。

○島尻忠明委員 おはようございます。

まず、知事公室長にお伺いいたします。

アジア太平洋地域平和事業がありますけれど、今

般いろんな世界の状況等々ありまして、大変、本会

議でもいろんな質疑がありましたけれど、今この事

業はどういうことで、今どういう内容で進めている

のか、また、次年度に向けていろんな課題があると

思いますけれど、その辺もお聞かせいただきたいと

思います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 アジア太平洋地域

平和連携推進事業の概要と成果についてお答えをい

たします。アジア太平洋地域平和連携推進事業は、

万国津梁会議の提言や最近の台湾海峡をめぐる情勢、

それから、日米同盟の動向等を踏まえ、沖縄の平和

を希求する心や歴史的、地理的特性を生かしてアジ

ア太平洋地域の緊張緩和と信頼醸成に寄与すること

を目的として実施をしております。

令和４年度は、中国、台湾、韓国、フィリピン等

を対象といたしまして、国内外の30の機関の有識者

等から国際関係、それから平和連携等に係る意見を

聴取するなど、沖縄とアジア太平洋地域の連携の方

向性等について検討してまいりました。これらのヒ

アリングを通じまして、例えば緊張緩和に向けたシ

ミュレーションなど、次年度以降の具体的な連携の

方向性が見えてきております。

令和５年度は、対象国を拡大いたしまして、平和

的な外交対話による緊張緩和の重要性を確認しつつ、

相手国地域の実情に応じたテーマや分野における連

携、協力の具体化を図ることとしております。

以上でございます。

○島尻忠明委員 具体的にシミュレーションという

のはどういうことを想定してやるんですか。例えば

先般、米国の研究機関、シンクタンクが出したよう

な感じで、そういうのを含めてなさるんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 有識者等の方々か

らヒアリングを実施しておりますけれども、その意

見の一部を御紹介いたしますと、例えば各国地域の

安全保障関係シンクタンクとの議論を行うことの重

要性、それから、軍事のシミュレーションに対抗し

て緊張緩和のシミュレーションを行い、軍事によら

ない平和連携の方策を発信すべきであるというよう

な意見をいただいております。

また、中国のマスメディアの中には、貧困問題や

貧富の差などに関心を寄せる企業もございまして、

いわゆる人間の安全保障の分野で中国との連携も考

えられます。

また、これら以外にも、ウチナーンチュネットワー

クとの連携、それから韓国の済州島、台湾の金門島

との連携、世界遺産を活用したユネスコとの連携な

ど多岐にわたる意見をいただいております。
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このような有識者の方々からの意見を踏まえまし

て、次年度以降の事業の展開を考えていきたいとい

うことでございます。

○島尻忠明委員 これはいろんな事業、各国ともい

ろんな話合いをしてるという話なんですけれど、成

果というのは、製本か何かで年度年度で出していま

すか。県民にも分かりやすいように。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 有識者からいただ

いた意見等については取りまとめて公表する予定に

しております。それから、この調査を踏まえて、各

種のシンポジウムの開催等を考えておりますので、

シンポジウムを通じて、調査結果をオープンにして

いきたいということで考えております。

○島尻忠明委員 これはいつ頃公表する予定ですか。

なぜかというと、皆さんよく武力によらないとい

う話をするんですけれど、本当にどれだけの本気度

で、どういうことをしているのかというのを聞きた

いものですから、本当にその方向で今のこの国際状

況を鑑みて、緊張感を持って、どのような対応をし

て、やっぱり有識者から受けますので、皆さんは県

としてどう取組をしているかというのを、その辺を

私としても知りたいものですから、今年度は終わっ

ていますので、いつ頃それを公表する予定ですか。

○嘉数登知事公室長 いろんな機関からいただいた

意見、安全保障に関しては様々な意見があると思っ

ております。これはいろんな研究機関が、台湾有事

に関して、かなりリスクがあるというような意見も

ございますし、そうではなくて台湾独立をというこ

とを言わなければ緊張といいますか、有事は起こら

ないんじゃないかという逆の見方をする人もおりま

す。

なので、我々がやっているのは、これまでの軍事

のシミュレーション、これはもう既に出ている部分

もありますけれども、そうではなくて、この緊張を

どうやって緩和というか、解いていくかというとこ

ろのシミュレーションが必要じゃないかという提言

を受けておりますので、いただいた意見というのは

年度内にまとめまして、県ホームページ等で公表し

ていきたいということと、これは我々の中だけの議

論ではなくて、県民にも広く知ってもらう必要があ

るというふうに思っておりますので、３月中にシン

ポジウムを開催したいというふうに考えております。

○島尻忠明委員 先ほどちょっと地域外交室と間違

えてしまいました。それで、この取組をしている中

で、今般、新しく地域外交室を設けるということな

んですけれど、そことの関わりというか、どういう

ふうに取り組んでいくのか。

○武村幹夫特命推進課長 地域外交室との関連で

ちょっとお答えさせていただきます。

県では、多様な分野での国際交流協力を推進する

ことにより、経済と環境が均衡した持続可能な発展、

保健医療や教育文化の水準向上を図ることは、アジ

ア太平洋地域の安定と平和構築に密接に関係してお

り、こうした各分野の取組を統括し、重層的、戦略

的に地域外交を展開することで、相互発展につなげ

ていきたいと考えております。こうした取組を通し

て、アジア太平洋地域における緊張緩和と信頼醸成

にも資する地域外交を展開していきたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、島尻委員から、アジア太平洋地

域平和連携推進事業との違いについて答弁

するよう要望があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

嘉数登知事公室長。

○嘉数登知事公室長 冒頭、答弁させていただいた

アジア太平洋地域平和連携推進事業、これはいろん

な有識者からいろいろお話を聞く中で、平和構築の

ためにはどうすればいいのかというところを取り組

んでいる事業であります。

それから、今回地域外交室を設置する経緯といい

ますか、意義というところなんですけれども、先ほ

ど担当課長から説明しましたが、この経済と環境が

均衡した持続可能な発展、それから保健医療や教育

文化の水準向上を図ること、これがアジア太平洋地

域の安定と平和構築に密接に関係しているというふ

うに思っておりまして、実はこうした各分野の取組

というのは県庁の中ではいろんな部局で取り組んで

おります。知事公室もそうですし、観光もそう、そ

れから商工もそう、企画もそう、そういった取組を

総括、統括しまして、重層的といいますか、戦略的

に地域外交を展開することで、お互いの発展につな

げていこう、信頼醸成につなげていこうということ

を考えておりまして、そこにまさしく地域外交室設

置の意義があるというふうに考えております。なの

で、先ほどの平和推進事業の実施目的と地域外交室

設置の目的がかぶっているとかそういったことでは

なくて、明確に我々は役割分担をして取組を進めて

いきたいというふうに考えております。

○島尻忠明委員 公室長は横断的な県庁のいろんな

各部署でやっていると、一つに集約するということ
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でもあるんですけれど、人員体制と予算が見えない

ものですから、その辺、予算の中でも幾ばくかの幅

でやっているかどうかというのを答弁いただきたい

と思います。

○武村幹夫特命推進課長 特命推進課においては、

次年度、新たに地域外交室を設置することとなって

ございます。

次年度につきましては、定数上は９名の人員を配

置してございます。予算上も地域外交に要する経費

を計上してございます。次年度におきましては、沖

縄県地域外交基本方針というものを策定することと

しております。あわせて、庁内の地域外交に関する

推進体制の検討も行うこととしてございます。こう

した中で、庁内での役割分担についても検討してま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○島尻忠明委員 これは後でまたやりますけれど。

あと、今まさに知事が訪米をしておりますが、ワシ

ントンの駐在員の活動とか、その辺は本会議でも、

いろいろと成果が出ているということを強調してお

りますが、今回訪米している中で、その成果がどの

ようにして今、要請活動しているのかどうか、もし

今答弁できるのであればお伺いいたします。

○嘉数登知事公室長 まだ戻ってきておりませんの

で、詳細な取りまとめにはなっておりませんけれど

も、今回の訪米活動を簡単に総括したものが来てお

りますので報告をさせていただきたいと思います。

まず、今回の訪米はコロナの関係で３年半ぶりの

訪米活動ということになりました。国務省、国防総

省や米国連邦議会議員等に対して、いわゆる安保関

連３文書の閣議決定、それから２プラス２が行われ

たタイミングで、辺野古新基地建設問題や、それか

らＰＦＯＳなどの現在の沖縄の状況や、台湾有事を

含め、基地問題について知事の考えを直接説明でき

たという点は大きな成果があったというふうに考え

ております。

特にその中でも、トッド・ヤング上院議員、それ

から、アレクサンドリア・オカシオ・コルテス議員

など、有力議員や沖縄県にルーツを持つ、これはハ

ワイ選出なんですけれども、ジル・トクダ下院議員

と直接面談できたことは、大変有意義だったという

ふうに考えております。

特に面談した議員からは、ＰＦＯＳ問題について

ＮＤＡＡ、これは国防権限法ですけれども、そこへ

の提案に関し前向きな反応を示す議員がいたほか、

この台湾有事についても、１つの中国の原則を肯定

するものが多いなど、知事の考えに同意する発言が

ほとんどであったと。

それから、今回の訪米では、ナショナル・プレス

・クラブにおいて記者会見や、ディフェンスライター

ズグループ、これは防衛安全保障担当記者ですけれ

ども、そことの懇談会を行うなど、広報活動も積極

的に行ったということでありました。早速、沖縄県

知事、島での米軍プレゼンスの縮小推進という記事

や、沖縄県知事、太平洋の緊張の中、皆さん冷静に

なってくださいと発言、平和外交がバランスの維持

に役立つと述べるという記事が掲載されるなど、幾

つかの現地のマスコミが知事の訪米活動を報じてお

ります。

それから、ジョージ・ワシントン大学のマイク・

モチヅキ教授、我々もいろいろ安全保障関係でよく

御教示いただいておりますけれども、その教授、そ

れから戦略国際問題研究所、これはＣＳＩＳ、シミュ

レーションをやった、そこのクリストファー・ジョ

ンストン日本部長など、多くの有識者とも意見交換

できたということがございました。

各有識者からは、抑止力に対抗する概念としてリ

シュアランス、これは安心供与という概念が重要で

あり、沖縄県が地方自治体として一定の貢献ができ

るのではないか、普天間基地の返還については、辺

野古に移設する案は時間軸で考えると、もはや合理

性を欠いているため、普天間の閉鎖を目指したほう

がいいのではないか、さらには、グアム、サイパン、

北マリアナなど国外への移転も検討したほうがいい

のではないかなどの、今後の参考となる発言が多かっ

たということでございます。

それから、沖縄ナイトということも開きまして、

米国関係者をお招きして懇談会を行ったということ

で、総括しますと知事がこのタイミングで訪米しま

して、いろんな方と面談して意見交換できたという

ことは、ネットワークを広げるということもそうで

すけれども、いろんな事情を伝えることができたと

いう意味で、大変意義があったというふうに考えて

おります。

○島尻忠明委員 公室長、途中ではありますが、い

ろんなことを強調しておりますが、他方、新聞では

厳しいことも書かれております。その場所はあれな

んですけれど、正面玄関からも入れなかったとか、

まさに台湾有事でこういうときになぜ来たのかなと

いうふうな記事もあって、あるいは辺野古に対して

も、やはり面談した方はそこが唯一という話もあり

ます。
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言うように、皆さん、訪米しているわけですから、

おっしゃるのも分かりますが、他方そういうのもあ

りますので、その辺も含めて、やはり私は委員長、

この訪米から帰られましたら、今いないわけですか

ら、しっかりと予算特別委員会の総括で、知事にこ

の辺もワシントン事務所の改めて設置している意義

と、そのことも含めて、私は総括質疑に、ワシント

ンの件はお願いしたいと思います。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から島尻委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

島尻忠明委員。

○島尻忠明委員 今、まさに渡米している中で、ワ

シントン事務所の果たす役割、今公室長もいろんな

話がありましたが、他方、またほかの意見もありま

すのでその辺を踏まえて、ワシントン事務所の在り

方も含めて、知事に総括質疑を申し入れたいと思い

ます。

○又吉清義委員長 ありがとうございます。

ただいまの提起内容については、３月13日の質疑

終了後にまた御協議いたします。島尻委員、質疑を

続けてください。

○島尻忠明委員 次、防災ヘリの件なんですけれど、

我々の自民党会派の議員も一般質問で取り上げてお

りましたが、夜間はヘリは活用をしないというか、

そういうふうな話がありましたがその件と、あとど

こまで皆さんはエリアを想定しているのか、その２つ

をまず答弁いただきたいと思います。

○池原秀典防災危機管理課長 まず、防災ヘリの運

航範囲ですけれども、調達予定の機体等につきまし

ては、令和３年10月から計６回のワーキンググルー

プを開催し、その活動範囲を沖縄県全域としており、

先島や大東地域まで無給油で航続可能な飛行性能、

救助等活動に必要な機内スペース、あと各県の運用

状況等を踏まえ、県及び41市町村で構成する沖縄県

消防防災ヘリコプター導入推進協議会において、中

型機を選定しているところでございます。

それで夜間飛行についての運航する時間なんです

けれども、運用開始時におけるヘリの運航時間につ

きましては、通常災害への対応は８時30分から17時

15分までとしてございます。委員御指摘の24時間常

駐による運航体制を確保する場合につきましては、

航空隊員や操縦士をはじめとした追加の人員配置と、

そのための費用が増加することとなります。

また、他県のヘリの多くも日中のみの運航時間と

しており、沖縄県もまずは日中のみの運航でスター

トすることとして、協議を進めているところです。

夜間はどうするのかというところでございますけれ

ども、夜間の救急搬送等につきましては、令和２年

度に陸上自衛隊及び海上保安庁と協議を行い、消防

防災ヘリ導入においても、引き続き両機関と連携し

て対応していくことを確認していると同時に、今後

の時間の拡大なんですけれども、時間拡大を検討す

るに当たっては、消防防災ヘリを安全かつ適切に運

航、運用するためのノウハウ、その積み上げが必要

になってくるのかなというふうに考えております。

以上です。

○島尻忠明委員 もう一度確認します。

これは先島も含めて、全域カバーするということ

でいいですかということと、これ41市町村という話、

本会議でもありましたが、やはり各自治体からのい

ろんな派遣という話なんですけれど、その辺もう一

度確認します。

○池原秀典防災危機管理課長 運航範囲は41市町村

全てです。先島から本島周辺離島、全ての自治体を

カバーしております。

消防防災ヘリ運用に当たっては、沖縄県消防防災

航空センター、仮称ではございますけれども、県の

組織として新たに設置して、同センター内に置く航

空消防隊の人員確保につきましては、県内全ての消

防本部から、職員数の規模に応じて輪番で県に派遣

していただくよう、協議会で今協議しているところ

でございます。

○島尻忠明委員 各市町村、いろんな諸般の事情が

あると思うんですけれど、それでこのヘリは運用で

きるんですか。要するにいろんな資格とか、いろん

なのが出てくるじゃないですか。例えば救急ヘリで

すから、一緒に救急救命士が乗ったりする場合もあ

りますし、いろいろと考えられるわけですよ。その

辺を十分に精査をして、この結果が出たということ

でよろしいですか。

○嘉数登知事公室長 令和５年度当初予算で提案さ

せていただいているのは、ヘリ導入に係る機体の整

備ですとか、ヘリ基地に係る基本設計、実施設計と

いうところでして、今委員御指摘の乗組員といいま

すか、訓練はどうかという観点だと思っております。

我々は順調に行きますと、令和７年度末には運航

を開始したいと思っておりまして、その半年前です

が、離島県ですので、もっとその十分な訓練がと言

うのであれば、前倒しをして訓練を十分積んだ上で
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運航に持っていきたいというふうに思っております。

この消防防災ヘリは、沖縄県、一番最後です。直

近では、佐賀県のほうが運用を開始しておりますけ

れども、そういった、その直近に開設している県へ

派遣しての研修ですとか、あるいは離島を抱えたと

ころ、そういったところへの研修、さらに昨年11月

26日と27日、消防防災援助隊、九州ブロックの実習

といいますか、研修といいますか、訓練がありまし

て、それを与那原で開いたんですけれども、鹿児島

と熊本からこの消防防災ヘリが来ていまして、実際

に我々もそのつり上げ、つり下げ訓練を見させてい

ただきました。非常に何といいますか、訓練された

隊員がてきぱきとやっておりましたので、そういっ

た他県への派遣を通じて、職員の訓練というんです

か、そこは十分に行っていきたいというふうに考え

ております。

○島尻忠明委員 人的、いろんな訓練等は分かりま

すが、公室長、やっぱりこれ、ヘリが安心・安全に

飛ぶためには、どうしても整備というのが大きなウ

エートを占めると思うんですよ。ですが、各市町村

の自治体でそういう整備をしている部署というのは、

僕はないと思うんですよ。その辺はやっぱりいろん

な整備する、特殊ですから資格もあるわけですよ。

いろいろ調べたら、一番それなんですよ、私が申し

上げたいのは。その辺の対応はどういうふうにする

んですか。

○池原秀典防災危機管理課長 運航については委託

を予定しておりまして、整備については、県のほう

から委託という形で、県の責任でしっかりやってま

いります。

○島尻忠明委員 そこなんですよ。ですから先ほど

答弁がありました、８時半から17時15分、まさしく

皆さん自分たちの公務員の時間でやるということで、

体制を組んでいるんですけれど、こういう災害とか、

いろんな救急はなかなか厳しいんです、その時間帯

に起きるというのは。その時間以外も起きるんです。

ですから、整備もそういうふうな考えであれば、

やはり私は皆さん、公務員法があって、いろんなこ

の就業があると思うんですけれども、その埋める体

制も、そういうふうに委託という考えはないのかと

いうのを言いたいんですけれど、どうですかこの辺。

○嘉数登知事公室長 まず、スタート時におけるそ

の運用時間を８時半から17時15分ということでやっ

ておりますけれども、何も未来永劫この時間で運航

するということではなくて、夜間の運航ニーズとい

うところもあるのであれば、将来的には検討してい

かないといけない。

我々がその当初、この８時半からというこれで運

航をスタートさせるのは、まず実績がないんですね。

さっき委員もおっしゃられていた、隊員の訓練はど

うするのかというところも含めまして、やっぱり実

績がないところにいきなり夜間の運航もというとこ

ろになると、非常にリスクを伴う。

実は、消防防災ヘリは全く無事故で運用している

かというと、長野県でありますとか、岐阜県であり

ますとか、隊員が死亡するような事故も起きており

ます。山岳の救出ではですね。

なので、これは訓練を大変十分にやらないといけ

ないというふうに思っておりまして、まずはスモー

ルスタートというんですか、今我々が想定している

１機体制、それから８時半から17時15分というとこ

ろでスタートさせまして、そこは運用状況を見なが

ら、沖縄県において本当に夜間のニーズがあるのか、

あるいは議員の中には、１機ではなくて２機必要じゃ

ないかという議員もいらっしゃいます。そういった

ところは検討していきたいというふうに思っており

ます。

ただ、８時半から17時15分で運用するに当たって

は、これまでどおり自衛隊さんと海上保安庁の協力

が必要ですので、そこはあらかじめ連携体制が取れ

るようにということで協議は済ませておりますので、

ぜひ御理解いただきたいというふうに考えておりま

す。

○島尻忠明委員 公室長、未来永劫と言うんですけ

れど、これスタートした時点で、今でもそういうヘ

リ出動のお願いがあるかも分からないんですよ。夜

間があるかどうかも分からないと言っていますけれ

ど、今実際、実績、夜間やっているじゃないですか、

自衛隊さんが。ちょっと、その辺は僕は厳しいと思

いますので、僕はスタートした時点で、やっぱりそ

の辺は今、訓練訓練と言っていますけれど訓練して、

これが２年、３年かかれば、また同じような状況じゃ

ないですか。

やはり同じようなプロというんですか、そういう

組織がありますので、その辺も活用しながら、それ

で皆さんの職員もやれば、ウィン・ウィンになると

思うんですよ、いろんな勉強したりとか。

ですから手探りの状況は分かりますが、その辺も

活用してできないものかと思いますが、いかがです

か。

○嘉数登知事公室長 消防防災ヘリの導入に関しま

しては様々な意見がございます。これは我々も真摯



－111－

にそこを受け止めて、検討作業に生かしていきたい

ということは考えております。

ただ、前提となるのはやっぱり安心・安全だとい

うことがありますので、そこをしっかりと踏まえた

上で検討をやっていきたいというふうに考えており

ます。

○島尻忠明委員 公室長、安心・安全は私も思うと

ころですので、そういう人たちもしながらやれば、

安心度が上がるんじゃないかなと思いますので、ぜ

ひ検討をお願いしたいと思います。

あと不発弾処理なんですけれど、不発弾処理の予

算の状況と、今の状況はどういうふうになっている

かお聞かせください。

○池原秀典防災危機管理課長 令和５年度の当初予

算額につきましては、27億3144万6000円となってお

ります。令和４年度予算額29億385万9000円と比較し

て１億7241万3000円、率にして5.9％の減となってご

ざいます。

○島尻忠明委員 この予算は今、事業を運用しなが

ら足りていますか。それとも聞くところによります

と、なかなか年度末は予算、そういうふうな申請を

しても、厳しいところがあるということも聞いてお

りますが、どういう状況になっていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 委員御指摘のとおり、

不用額を縮減するという方向で、しっかりと申請に

対して対処しているところでございます。

○島尻忠明委員 次の特命推進事業なんですけれど、

いろんな特命、例えば離島担当、女性活躍、いろん

な方々を任命しておりますが、今そういう皆さんの

活用状況はどうなっていますか。

○武村幹夫特命推進課長 今年度の特命推進課の業

務について、御回答させていただきます。

特命推進課につきましては、知事の特命事項につ

いて、部局横断的な課題等を整理した上で、所管部

局に業務を移管するまでの業務支援を行っていると

ころでございます。

今年度におきましては、第32軍司令部壕の保存公

開に関する業務支援、琉球文化ルネッサンスに関す

る万国津梁会議の運営、フェイスブックを活用した

県政の情報発信、里親委託解除事案に関する調査委

員会に関する業務、新型コロナウイルス感染症に係

るアドバイザリーボードの運営に取り組んできたと

ころでございます。

以上でございます。

○島尻忠明委員 その中で、地域外交基本方針とい

うのがあるんですけれど、これは地域外交室との関

連もあるんですか。

○武村幹夫特命推進課長 地域外交基本方針につき

ましては、特命推進課内に地域外交室を新たに設置

しまして、次年度、その室のほうで沖縄県地域外交

基本方針を策定することとしております。

以上でございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、島尻委員から答弁の整合性が分

かりにくいため、改めて説明するよう要望

があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

嘉数登知事公室長。

○嘉数登知事公室長 次年度設置する地域外交室に

ついては課内室、課の中に室をつくるということで

すね。特命推進課の中に設置したいというふうに考

えております。

先ほど来答弁させてもらっておりますけれども、

これまでは各部が取り組んできた地域外交、例えば

保健医療でありますとか、経済ですとか、観光です

とか、文化、そういったものを統括しまして、これ

を重層的といいますか、戦略的に展開していくため

の基本方針を、次年度はつくりたいというふうに考

えております。

○島尻忠明委員 知事が当選して、これを華々しく

打ち上げたものだと思うんですよね。そこがなかな

か特命とか何か新年度が始まりますから、大きな命

題で、人員も確保してやるような感じがあったもの

ですから、再三聞いておりますがやはり何か、その

ボリューム感からしてもちょっと厳しいのかなとい

うふうに思っておりますので、その辺はまた推移を

見ながら質疑をさせていただきたいと思います。

総務部にお聞きをします。

私学のいろんな事業をやっておりますが、私学振

興会、いろんな予算を出しておりますが、今般、私

学のいろんな問題というか、いろんな課題があって、

所管である総務企画委員会にいろんな陳情等が上

がっておりますから、この辺の状況を皆さんはどう

いうふうに捉えておりますか。

○山内昌満総務私学課長 今、総務企画委員会のほ

うに提出されています陳情の関係で、学校法人の運

営に関しては尚学学園、それからＳＯＬＡ学園の関

係の陳情が出ているところです。

まず、指導監督の関係で、私立学校につきまして

は独自の教育理念や方針の下に独自の校風を持って

おり、その自主性が尊重されるとともに、公共性を

高めるための特別な法人である学校法人により運営
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されております。

学校法人は私立学校法と法人が定めます寄附行為

に基づき設置される理事会、監事、評議員会がその

役割、機能を発揮させることで、自主的かつ効果的

に運営することとなっております。

委員御質問の指導監督につきましては、県では私

立学校法に基づきまして、所轄庁として指導監督す

る立場にありますが、法律におきまして所轄庁の権

限の行使は、必要最低限でなければならないものと

されております。

これらの基本原則を踏まえまして、御指摘があり

ます尚学学園につきましては、県のほうからも運営

費の補助等を行っております。直近では、令和５年

２月２日に尚学学園を訪問しまして、ヒアリング調

査を実施しております。調査におきましては補助金

に係る分について、適切にその使途で行使されてい

るかという点と……。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、島尻委員から質疑の趣旨につい

て説明がなされた。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

山内昌満総務私学課長。

○山内昌満総務私学課長 失礼しました。

基本的には、私立学校法に基づく学校法人が基本

原則、それから県の所轄庁としてのその指導監督の

在り方を踏まえまして、各学校には必要な補助をし

つつ、その補助金が適正に執行されているかという

観点について、引き続き各年度においてその実績報

告等の調査によって、適切な運営を図っていきたい

と考えております。

以上です。

○島尻忠明委員 時間がありませんので、防災危機

管理センターの、これから整備をするということで

すけれど、概要をお聞かせください。

○池原勝利管財課長 県では集中豪雨や台風などの

自然災害のみならず、新型コロナウイルス感染症な

ど複雑多様化する危機事案に、迅速かつ的確に対応

する拠点として、常設の災害対策本部室や非常用発

電機等を備えた沖縄県防災危機管理センター、仮称

でございますが、整備することとしております。

現在、令和５年度の工事着手のための実施設計業

務を行っているところであり、令和７年度中の供用

開始に向けて取り組んでいるところでございます。

設置後の施設の運用につきましてでございますが、

災害時の防災危機管理拠点としての役割を持ってお

り、平常時においては防災危機を担当する防災危機

管理課が常駐するとともに、施設の一部を自主防災

組織や各種団体等が防災に関する会議、研修での活

用や、防災学習ができるスペースの提供等を検討し

ているところでございます。

以上です。

○島尻忠明委員 ちなみに、この危機管理センター

にはヘリポートは設置する予定ですか。

○池原勝利管財課長 現在、防災危機管理センター

にはヘリポートの設置は検討していないところです。

その理由としてしましては、防災危機管理センター

仮称は、周囲を行政棟と警察棟に囲まれており、ヘ

リポートの設置に当たっては、ヘリポートが安全に

離着陸するための必要な制限表面を設定することが

困難となっております。

なお、公共施設の太陽光発電等の設備の設置の標

準化が現在、推奨設置していることから、センター

の屋上には太陽光パネルを現在設置することとして

いるところでございます。

以上です。

○島尻忠明委員 設置場所も県警、県庁の行政棟の

駐車場を予定しているみたいですけれど、太陽光パ

ネルも大事ですけれど、しかし、人命に係る問題で

すからパネルを造るからヘリポートは造らないとい

うのは、いかがなものかと思うんですけれどどうで

すか。

○池原勝利管財課長 この設置場所につきましてで

すが、まず防災危機が起こったときに、やはり知事

をはじめ各関係機関、知事部局等が迅速に対応し参

集できる場所であることがまず一つ。

あと、あわせて現在、本庁舎の地下には非常用発

電機がありまして、災害時にそれを稼働し、本庁庁

舎を災害時にきちんと対応できるようなということ

で想定し、現在の場所を想定しております。

先ほど申し上げましたが、そうなりますと、やは

り航空法等の制限表面等がありますので、なかなか

難しいというところが現状でございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、島尻委員からヘリポートがある

県警との整合性について質疑があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

嘉数登知事公室長。

○嘉数登知事公室長 今、委員御指摘の県警のヘリ

ポートという話がありました。災害時における県警

本部のヘリポートの利用については、今後、県警本

部と意見交換を行ってまいりたいと考えております。

○又吉清義委員長 休憩いたします。
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（休憩中に、島尻委員から県警のヘリポート

は非公共用ヘリポートであり今の状況では

使用できないと思われるが、それをどのよ

うに活用するのか答弁するよう要望があっ

た。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

池原秀典防災危機管理課長。

○池原秀典防災危機管理課長 委員御指摘のとおり、

非公共用ヘリポートというところでございますけれ

ども、航空消防業務を円滑に遂行するためには、飛

行場外離着陸場や、あと、緊急離着陸場の確保は重

要であると認識してございます。

そういった中で、離着陸場等の確保については、

個別具体的な体制整備などについて今後、市町村等

と協議するんですけれども、あと、災害時における

県警本部のヘリポートの利用につきましては、今後、

県警本部と意見交換しながら、その活用等について

は検討してまいりたいと考えております。

○島尻忠明委員 整備するのは管財課の皆さんのと

ころですけれど、運用するのは多分、知事公室に行

くと思いますので、ぜひその辺も含めて、やはり災

害時にはなかなか道路状況も厳しくなりますので、

ヘリポートから南部に行ったり、北部に行ったり、

いろんなところに行くのも想定されますので、その

辺しっかり県警とまたいろんな連携を取っていただ

きたいと思いますが、最後に公室長からその辺につ

いて答弁いただきたいと思います。

○嘉数登知事公室長 ありがとうございます。

ヘリの運用範囲ですとか、時間ですとか、それか

ら、ヘリポートの問題の御指摘いただきました。い

ろいろと検討しないといけないこともございますの

で、このワーキンググループ、そういったところで、

市町村とも一緒になってしっかりと協議していきた

いと考えております。

○島尻忠明委員 ありがとうございます。

以上です。

○又吉清義委員長 仲村家治委員。

○仲村家治委員 予算書の資料３－４の部局別を基

に質問をさせていただきます。

まず、知事公室の１ページのほうなんですけれど

も、先ほど島尻委員からありましたけれども、防災

ヘリについてなんですけれども、具体的に運用開始

する年度はいつですか。

○池原秀典防災危機管理課長 令和７年度の運航開

始を予定してございます。

○仲村家治委員 令和７年度ということは３年後、

２年後、そんなにまで先ではないんですけれども、

今回の予算は実施計画等なんですけれども、先ほど

島尻委員からありましたように、これを運用するス

タッフを含め、直接、41市町村に消防を持っている

ところに依頼して、人を派遣するという考えでいい

んでしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 消防防災ヘリの運用

に当たっては、沖縄県消防防災航空センター（仮称）

を県の組織として新たに設置し、同センター内に置

く航空消防隊の人員確保につきましては、県内全て

の消防本部から、職員数の規模に応じて輪番で県に

派遣していただくよう、協議会で協議しているとこ

ろでございます。

○仲村家治委員 多分、パイロットと、そういう救

急救命士とか隊員の、大まかに分けると２つの分野

に分かれると思うんですけれども、パイロットの育

成とか採用はどのように考えていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 操縦士につきまして

は、今、基本的には委託のほうで考えてございます。

○仲村家治委員 多分、他府県で事故があったのは、

委託している航空会社が、整備が行き届いてなくて

事故に遭ったというのをニュースで流れた記憶ある

んですけれども、この辺の委託する場合の基準とい

うか、安全性の担保ということまで今の段階で考え

ていらっしゃいますか。

○池原秀典防災危機管理課長 操縦士に関するこの

安全確保の観点からの御質問だと思うんですけれど

も、基本的には２人操縦士体制とすること。あと、

機長等の乗務要件を定めることなど、しっかり国の

基準を踏まえて運用することとしてございます。

なお、国によりますと、令和４年４月の施行に合

わせ、全運航団体が２人操縦士体制に移行しており、

国の基準を踏まえた運用状況となっていることは確

認しているとのことでございます。

○仲村家治委員 41市町村と協議会をつくって、そ

の辺の運用とかという話をするという答弁だったん

ですけれども、かつて消防を一つの組織にしてやろ

うという動きがあって、途中で頓挫しましたよね。

その要因も各消防から隊員を出してください、それ

でやっていきたいということで、大きなハレーショ

ンが起こっていたと思うんですけれども。消防を一

つにするのと、今回の防災ヘリはちょっと若干違う

んで、ニュアンスがね。

ただ、僕は防災ヘリの運用は県独自で、職員も含

めて採用してやるべきだと思うんですけれど、それ

ができないんですか。
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○池原秀典防災危機管理課長 お答えいたします。

航空隊の隊員につきましては、消防に関する事務

を処理することとなっておりまして、消防の事務は

都道府県では今、処理を現在しておりませんので、

同様の職の採用は困難な状況となってございます。

このため、航空隊の編成は合理的または効率的な

観点から、全国的にも市町村消防機関の消防吏員の

派遣によって、確保する方法が取られております。

また、全国でも都道府県が職員を採用し航空隊を

編成している事例は、現在のところない状況にござ

います。

○仲村家治委員 一つの消防にするというときに、

一番この人員を、例えば那覇は何人とかでやる中で

具体的に出てきたときに、いろいろ各消防、実は規

定されている隊員の数よりも、ほとんど達成されて

ないんですよ、予算はあるけれど。この中でやりく

りをしている中で、また防災ヘリに職員を派遣して

くださいとなったら、絶対にハレーションが起こる

というのを予想できると思うんだけれど、その辺の

対策をどう考えていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 御指摘のとおり、消

防機関、充足率と申しますか、その辺厳しい状況と

いうのは承知しているんですけれども、この辺につ

いては、おととしの令和３年のほうから、ワーキン

ググループ等を通じて、この人員体制の問題につい

て、あと費用負担の問題についても、しっかり検討

してきたところでございまして、去年11月の協議会

の中で、そこは一応オーケーという形で、市町村か

らの最終的な承認については今現在、進めていると

ころでございます。

○仲村家治委員 ですから、総論賛成なんですよ、

みんな。

だけれど、各論に入ってきたら絶対に抵抗するん

だよな。この人員の配置を、配分が決まろうとした

ときに。これは、かつて一つの消防にするというと

きに起こったことと全く同じことが、僕は起こると

思うので、この辺の対処を間違ったら、ヘリは購入

する予定でしたけれど、実際に隊員がなかなか協議

は進みませんとなる可能性があるんですよ。過去、

そういう経験をしているでしょう。

だから、この辺を何らかの対策を今から練ってお

かないと、大変厳しい状況に置かれると思うんです

けれども。知事公室長、この辺の課題というのは多

分把握なさっていると思うんですけれど、どうです

かね。

○嘉数登知事公室長 御指摘の点は、協議会の中で

もいろいろ議論しておりまして、消防本部において

もやっぱり規模が全然違うと思うんですね、各消防

本部で。一律に送るかといったら、やっぱりそれは

なかなか厳しい。それから、離島の市町村であれば、

本島と同じレベルで送っていいのかということがご

ざいましたので、そこは緩和策というところを実際

に出しまして、離島、特に宮古、石垣の本部につい

ては、例えば送り返しを少なくするとか、そういっ

た緩和策を講じまして、さっき課長が答弁しました

ように、協議会の中で一応、何年に一度、何名送る

という具体の人数まで配置をして議案というか、そ

れを固めて今、各市町村というんですか、そこの承

認を求めている状況でして、これに関しては、おお

むね私は理解を得ているのかなというふうに思って

います。

ただ、委員が御心配するように、実際、運用に当

たって本当に何か問題が出ないかというところがあ

るかと思いますので、そこは十分に丁寧な協議をし

ていきたいというふうに考えております。

○仲村家治委員 一つの考え方として、テクニック

かどうか分からないんですけれど、各消防局の人員

を増にすることによって、増えた分を派遣してもら

うとかという考えをやったら、やっぱり総務省が大

本なので、総務省とか連携して、この辺の隊員を増

やすような予算措置とか、市町村の首長さんに対し

てこの辺の増をして、その分をやると。

だから、現状から引き抜くんじゃなくて、増員し

てその分を派遣してもらうというその辺のことは、

やっぱり知恵を出してやっていかないと、今ある定

数で割れてるのに、それからまた派遣してもらうと

いうことになると、足元の消防、本来やることが手

落ちになる可能性があるということだけは、皆さん

前回、消防を一つにするというのを失敗したことを

踏まえて、ぜひやっていただきたいなと思っており

ます。

あと、ヘリ基地は中部に予定されていると聞いて

いるんですけれど、具体的にどちらでしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 中城村にあります消

防学校のほうに予定しております。

○仲村家治委員 この整備とかもそちらでやるんで

しょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 格納庫でやることに

しております。

○仲村家治委員 何で那覇空港というか、那覇の海

上保安も奥のほうにありますよね、那覇ではできな

い理由があったんですか。
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○池原秀典防災危機管理課長 この辺については、

那覇空港を管理する大阪航空局及び大阪航空局那覇

空港事務所とのこれまでの意見交換で、空港内に格

納庫等を整備し実際に運用するために適した場所を

確保することは、困難な状況というのがございまし

た。

○仲村家治委員 あと、もう一つ課題になっている

のが訓練。訓練場所が県内でできるところがあるん

ですか。

○池原秀典防災危機管理課長 本県の航空隊編成時

における教育訓練につきましては、直近の事例の佐

賀県や東京消防庁における訓練計画を参考に取り組

んでいくこととしております。

具体的には、４月から12月までは仮設の模擬訓練

施設での訓練や他県の航空隊での研修を実施し、12月

の機体納入後に実機を使った訓練を実施したいと考

えております。

○仲村家治委員 県内でできるという理解でいいで

すか。

○池原秀典防災危機管理課長 実機が来てから県内

で実施いたします。

○仲村家治委員 その場所は決まっているんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 まずは他県で訓練実

施して、実機導入後は本県で実施いたします。

○仲村家治委員 場所はまだ決まってないというこ

とにしか聞こえないんですが、それでいいんでしょ

うか。

○池原秀典防災危機管理課長 実機導入後、消防学

校の上ではできないんですけれども、ちょっと周辺

のところで、適当な場所を選んでしっかり訓練はやっ

ていきたいと考えております。

○仲村家治委員 なるべく早めにそういった場所も

確保して、いざ運用するときに、もうほとんど99％

訓練あっての100％の安全性というのがよく言われて

いるので、ヘリの場合は。

特に海上保安庁の那覇基地の格納庫というか、隣

にも上から下りる訓練をする場所があって、実際、

私たちも会派で視察したときにも、石垣航空基地に

もありました、同じのが。

特に先島の急患は、海上保安庁のヘリでやるとい

うことで多分協定を結んでいるという話があって、

県が運用する場合は、先島の離島、与那国とか西表

島も、さっき島尻委員からあったように、41市町村

全域を網羅できるということだったんですけれど、

石垣のほうも与那国、西表とか、その島々のことも

網羅していると考えてよろしいですか。

○池原秀典防災危機管理課長 急患搬送の部分につ

きましては、実は委員御指摘のとおり、以前、こう

いった懸念等が関係市町村からありました。

その懸念について海保等と意見交換していく中で、

引き続き離島の急患、この部分の急患搬送について

は、海保さんのほうでやっていただけるというとこ

ろで今、調整はしてございます。

○仲村家治委員 室内の訓練場は、今の消防学校の

中に造ろうと思ったらとすぐ造れると思うので、実

際にあるんじゃないですかね。

ホバリングするとき、15メートル以上の高さ、高

度を保たないと風圧できつい。着陸して患者を乗せ

る分はいいけれど、どうしてもホバリングしないと

いけない現場とかがあるらしいんですね。そしたら、

15メートル以上の上空でホバリングして、つり下げ

てやるという訓練が必要になると。

実際に私も５メートルぐらいだったんだけれど、

経験したんですけれども、それでもすごい恐怖心が

あったんですね。ということは隊員の皆さんは、患

者の皆さんをつり上げる訓練をしないといけない。

患者が暴れたらとかね、いろんなことがあるらしい

んですよね。

だからこの辺の、もちろん機材の運用とか、それ

も大切だけれども、早め早めに隊員の訓練とか、そ

ういう設備整備とか、場所とかというのは、今みた

いな言葉ではちょっと、課長の言葉では心配で心配

でしようがないというのが本音なので、この辺のこ

とをトータルで、公室長、御答弁いただけますでしょ

うか。

○嘉数登知事公室長 答弁が十分ではなかったこと

についてはおわび申し上げます。直近で言うと佐賀

県が導入しておりますし、あるいは離島県、鹿児島

ですとか、この間は熊本も来ていただきました。そ

ういったところの視察というんですかね、研修を通

じて、今我々のシミュレーションからもしかしたら

欠けてるといいますか、薄い部分はどんどん埋めて、

令和７年度末には運航できるように、しっかりと協

議を進めていきたいと考えております。

○仲村家治委員 あとは、ほかの委員と重複すると

思うので、私の質問は終わります。以上です。

○又吉清義委員長 花城大輔委員。

○花城大輔委員 意表を突いて公安委員会から始め

たいと思います。

資料３－４の30ページ、ワールドカップ警護警備

というふうに、あえて警護と警備ということがある

んで質問したいなと思います。これの内容をお願い
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したいと思います。

○市原悠樹警備部長 ワールドカップ開催に伴う警

護警備対策費用について御質問がありました。

まず、警備対策の期間についてでございますが、

県警といたしましては、本年４月からワールドカッ

プが終了する９月10日までの間、首脳体制を構築し

て、大会会場及びその周辺における各種警備対策を

推進していくこととしております。

警備対策費用の対象につきましては、テロの未然

防止、雑踏警備、交通対策等、各種警察活動でござ

います。

また、警護につきましては現時点、警護を要する

要人の来県について決定しているものは、今はない

ところでございますけれども、来県が決まりました

ら適切に対応してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○花城大輔委員 アリーナの裏に時々不審者が来る

マンションがあるので、その辺も注意して、警備よ

ろしくお願いしたいと思います。

次、同じ30ページの国境離島における不法事案対

策事業、これはどのような事例がこれまでにあった

のかということを伺いたいと思います。

○市原悠樹警備部長 国境離島における不法事案等

の対策予算についてでございますが、こちらは国境

離島警備隊に要する費用となっております。その国

境離島警備隊についてお答えいたしますけれども、

地方警務官である隊長を含め151名体制となってお

り、国境離島における不法事案に対処するため、平

素から所要の部隊を編成し、海上保安庁の巡視船に

乗船して国境離島の警戒警備に当たっているところ

でございます。

国境離島警備隊に要する費用といたしましては、

人件費12億1464万6000円、物件費６億26万6000円の

計18億1491万2000円を令和５年度当初予算（案）に

計上しております。

その内訳でございますが、人件費については、主

に警察官の給与や各種手当に要する費用となってお

ります。物件費については、主に大型ヘリの維持に

要する費用となっております。

以上でございます。

○花城大輔委員 県警の予算とは別に、この151名に

関する費用だけ別に予算立てされているという理解

でよろしいですね。

○市原悠樹警備部長 この151名体制に要する予算に

ついては、その人件費の中に入っているところでご

ざいます。

この151名でございますけれども、沖縄県警の警察

官でございますので、これについての人件費につい

ては県警の職員の費用として予算計上しておりまし

て、この予算費用については、今回計上しておりま

す12億1464万6000円の人件費の中に組み込まれてい

るというものでございます。

○花城大輔委員 この警備の内容なんですけれど洋

上に出て、そこを対応できるようにというふうなこ

とを聞きましたけれども、このような内容を警察が

やっていることはあまり県民の皆さんは知らないん

じゃないかなというふうにも思いますので、その辺

の啓発活動なんかも必要なんじゃないかなというふ

うに思います。この件については、質問はありませ

ん。

それでは、次、総務部について資料３－３から質

問します。

２ページの中頃に、より地方財政措置の有利な県

債の積極的な活用を図ったというような文言があり

ます。

ただ、見てみると積極的な活用というふうに書い

てあるものの、予算については20億円ほど減になっ

ているわけですよね。それで２つほど質問させても

らいますけれども、より地方財政措置に有利な県債

の活用というのは、どういったふうに理解すればよ

ろしいでしょうか。

○又吉信財政課長 県債については、後年度で一定

割りずつ返していくということになります。そのと

きに、返していくものに対して交付税措置で一部措

置されると。この、より有利なものいうものについ

ては、返すときの年度に応じて50％から70％は交付

税措置されると。それをより有利な県債という形で

表現しております。

以上です。

○花城大輔委員 では、今年度、昨年に比べて20億

円減となった理由について説明できますか。

○又吉信財政課長 このより有利な県債だけで言い

ますと、昨年が29億円。今年度が57億円になってい

ますので、約27億円程度、より有利な県債に限って

いうと伸びていると。

ただ、この県債全体でいうと臨時財政対策債のほ

うが77億円と。これは交付税の不足分のとき、対応

するためのものなんですけれども、その分国税が伸

びて、現金ベースで来る交付税が増えた結果で臨時

財政対策債が減った。それで県債全体がちょっと減っ

たということでございます。

○花城大輔委員 それで、この県債の考え方につい
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て、県のほうで適正な額であるとか、そういったと

ころがあれば聞かせていただきたいと思います。

○又吉信財政課長 まず、県債の発行なんですけれ

ども、基本的には、災害復旧でありますとか、学校

とか道路の公共事業の財源に活用する場合に発行で

きるというのが基本的にあります。そういうふうな

ものについては後年度、返していくものですから、

後年度、財政負担が生じるものですから、いわゆる

返すときに交付税バックがない、資金手当て的なも

のについては、それを抑制してきたところでござい

ます。

一方では、先ほど申し上げたように、交付税措置

のあるものについては積極的に発行していって、公

共事業の規模を確保していきたいというふうに考え

ております。

以上です。

○花城大輔委員 次の質問に移ります。６ページ、

これは令和４年度と比べてかなり増えているのがコ

ロナ検査事業49億円。また、病床の確保のものが42億

円増えているわけですよね。

令和５年はもう既にそういったことを肌で感じて

いる人はいると思っているんですけれども、もう収

束に向かっている印象がある中で、なぜこのように

多額の予算が増額されているのか。

○又吉信財政課長 この予算編成は去年の11月あた

りから始めて、１月末までかかりました。その頃の

状況で言いますと各検査とも、どのようにするかと

いう形で、みんな困ってというか、九州各県を確認

しました。そうしたところ九州各県に多かったのが、

今の現状のまま取りあえず１年分計上するというと

ころが多かったです。

その一方、福岡と大分と沖縄についてはちょっと

様子を見ようという形で、６か月分計上しようとい

う形で、令和４年のままの体制が取りあえず６か月

続くという形で予算を計上して、執行に当たっては

国が３月上旬と話していましたけれども、５類移行

に伴って具体的にどの事業は終わる、どの事業は減

額していくという方針を示すということになってい

ますので、そういう状況を勘案しながら執行してい

きたいというふうに考えております。

○花城大輔委員 当初予算を見た印象では、やはり

保健医療部が100億円以上増額になっていて、観光が

半分になっているとか、何かバランスが悪いなとい

うふうな印象があります。

そこで総務部長、説明に来た職員に渡したメモが

ありましたけれども、その後にちょっと気づいたこ

となので、少し質問したいと思うんですけれども。

財政調整基金と減債基金、令和５年度も390億円計

上されていますけれども、この財政調整基金や減債

基金を予算立てしている中で、今の時期、年度末に

入って数字が固まってくるとき、どれぐらいの時期

に分かるんですか。例えば、先週補正予算ありまし

たけれども、その金額に近い額が固まってくる時期

というのはいつぐらいになるんですか。

○宮城力総務部長 財調、減債、予算編成の際に取

り崩したり、あるいは当初見込んでいた県税等が伸

びた場合に、逆に積み立てるという予算上の作業を

行います。年度が終わって必ず剰余金が出てきます。

その場合に不用額等が出た場合、結局、取り崩そう

としていた基金を全額は取り崩さないというような

作業も出てきますので、この基金の残高が最終的に

決定するのはもう５月末という状況になります。

○花城大輔委員 例えば先週行われた補正の中で、

プラス補正された額がかなり大きかった。これが知

事に報告される時期というのはいつぐらいになるん

ですか。

○宮城力総務部長 予算編成作業、11月に概算要求

いただいた後に、庁内で調整いたしますが、知事と

の調整が始まるのは１月、年を明けてからという状

況でございます。

○花城大輔委員 補正予算のときの質問でも行いま

したけれども、やはり令和３年、４年、かなりここ

に積み立てる額が多くなっていて、これ本来は多く

の団体や企業から要請が出ていたものに応えるべき

であったんではないですかという質問を、何度もさ

せてもらっているんですけれども、知事が１月にそ

ういった報告を受けて、何か判断して動かすという

のはもう時間がないかもしれませんけれども、私は

そういったことも実際起こっているわけですから、

対策、準備は必要ではないかなというふうに思って

いまして。

実際、総務部長の立場と指示や指令を出す知事の

立場というのはあると思うので、ぜひ委員長、ここ

は総括質疑として提起させてもらって、知事が基金

や積立てについての考え方、また、本来であれば県

民にしっかりと返していくべきではないかという部

分を聞いてみたいというふうに思うので、お取扱い

をお願いいたします。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から花城委員に対し、誰

にどのような項目を質疑するのか改めて説

明するように指示があった。）
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○又吉清義委員長 再開いたします。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 基金の取扱いについて、本来であ

れば県民に還元するべきではないかと思っているん

ですけれども、知事の考えを伺いたいというふうに

思います。

○又吉清義委員長 ありがとうございます。

ただいまの提起内容については、３月13日の質疑

終了後に協議いたします。

花城大輔委員、質疑を続けてください。

○花城大輔委員 では次、知事公室に移りたいと思

います。資料の３－４、１ページ、アジア太平洋地

域平和推進事業、これ島尻委員からもありましたけ

れども、改めて、どんな事業か聞かせてください。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 アジア太平洋地域

平和連携推進事業は中国の台頭、米中対立など、沖

縄を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す状況を踏

まえまして、本土復帰50年を契機として沖縄の平和

を希求する心、それから、歴史的、地理的特性を生

かしてアジア太平洋地域の緊張緩和と信頼醸成に寄

与することを目的として実施している事業でござい

ます。

以上です。

○花城大輔委員 この事業のカウンターパートとい

いますか、予算が結構ついていますけれども、どの

ような団体や会社と契約して行っていくものなのか

説明をお願いします。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 アジア太平洋地域

平和連携推進事業の委託先は、公益財団法人日本交

通公社となっております。

以上です。

○花城大輔委員 このページに６事業、基地に関す

る事業がありますけれども、これは後日で構いませ

んので、それぞれどのような組織と、どのような金

額で契約しているのかということを出していただき

たいというふうに思います。

では、次の質問に移ります。同じページの基地対

策調査費。韓国の調査が１年間コロナで延びたとい

うことでありましたけれども、韓国の調査が終わっ

た後、この事業はどのように動いていくのか説明を

お願いします。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和５年度の事業

の予定ですけれども、２年ほど韓国の現地調査が遅

れて延び延びになっておりましたけれども、やっと

昨年の11月に韓国調査を終えることができました。

県としては、韓国以外のベルギーとかヨーロッパ

各国の調査を全て一旦総括をした上で、これを広く

国内に紹介をし、地位協定の抜本的な見直しの必要

性に関する理解を促進するための、国際シンポジウ

ムを開催することとしておりまして、こうした取組

を通じ地位協定の見直しに関する、国民的な議論の

喚起につなげていきたいということで考えておりま

す。

○花城大輔委員 要はどなたかの質問で、ここまで

一県が調査をしてデータをまとめたことというのは

ないのではないかという評価がありました。なので、

この事業がこれからどう進んでいくかということを

聞きたかったわけですけれども。例えば具体的に地

位協定のここを変えるべきだ、地位協定をこういう

ふうに改善していくべきだという、具体的なところ

まで今出来上がっていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 県が行った他国の

地位協定調査におきましては、基本的に、米軍に対

する受入れ国の国内法の適用、それから基地の管理

権、訓練、演習に対する受入れ国の関与、航空機事

故への対応など、４つの項目につきまして、具体的

な事例を中心に調査を行っております。

これまでの調査の結果、ＮＡＴＯに加盟するドイ

ツ、イタリア、ベルギー、イギリスや、米軍を訪問

軍として受け入れるフィリピン、オーストラリアで

は、国内法などの自国の法律や規則を米軍にも適用

させ、米軍の活動をコントロールしていることが明

らかになっております。

これに対して、我が国では米軍に原則として国内

法が適用されず、訓練や演習を規制できないなど、

他国の状況とは大きな違いがあります。こうした国

内法の適用に関する考え方の違いが最も重要な課題

でありまして、国内法の適用など、全国知事会とも

連携して、機会あるごとに両政府に求めていきたい

と考えております。

○花城大輔委員 実は我が国で、地位協定を改定せ

よと最初に声を上げたのは青年団体なんですよね。

青年団体が声を出して、いわゆる政権側からも止め

られ、反対側からも止められという中で、何とか２年

間動いて形にしてきた。

その中で、アメリカに行けばアメリカに行ったで、

君たちは敗戦国者だろうと言われる。そんな中で、

今やっとこの地位協定改定という声が多くの人に理

解されるまでになってきたわけですよ。

なので、対等とまではいかなくても、改善されて

きた経緯は何回もあると。その20年前に比べれば、

同じ地位協定でも違う地位協定になっているという
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ところがあります。なので、これ一歩先に入るため

にも、具体的な方向性、そして、次の一歩なるもの

というところを、達成したときに如実に成果を確認

できるような、そんなことも提案していただきたい

なというふうに思っております。

そして最後に、先ほど、消防防災ヘリをやってい

ましたけれども、やはり夜の出動というのは、私は

いつもドキドキするものがあります。例えば平成２年

には医師を乗せたＬＲ１機が宮古島に飛んで、連絡

がつかなくなって、今も遺体が見つかっていない。

平成18年には鹿児島県知事から依頼があって徳之島

に飛んだヘリが、それも墜落してしまった。そういっ

た中で、やはりいざというときには、夜は頼らざる

を得ない自衛隊に。私、暗視スコープをのぞいたこ

とがあるんですけれど、見えないですよ、何も。そ

ういうふうに飛んでいるんだなということを――い

つも緊張しながら見ていますけれども、どうか県の

事業がだんだん成長していって、お互いを補完でき

るような関係になればいいなというふうに期待をし

ております。

質問は終わります。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 どうもお疲れさまです。

当初予算（案）の部局別の資料と事項別の積算内

訳書から質問をさせていただきますが、鎌谷本部長、

毎回、知事公室と総務、質問がいっぱいあって公安

委員会、もう時間がなくてみんな取り下げています

ので、トップバッターで答弁よろしくお願いします。

まず、部局別の資料の30ページ、４番の下のほう

の交通環境、信号機についてお伺いさせていただき

ますが、47の都道府県の中で唯一の、鉄軌道がない

沖縄県。やはりどうしても道路交通網をしっかりやっ

ていかないと、沖縄県の交通渋滞を含めて事情がよ

くならないというふうに考えています。

その意味で、担当の方には、沖縄県の交通環境の

整備の中で、信号機の設置に関して、整備状況、そ

の進捗状況はどうですかという質問を出しましたが

いかがでしょうか。

○下地忠文交通部長 令和５年度における信号機の

設置状況ですけれども、信号機の設置要請につきま

して、各警察署から警察本部への正式に上申された

ものが26件ございました。警察本部では上申を受け

まして、上申箇所の事故発生状況、事故形態、交通

量を調査検討いたした上で、信号機の設置指針に照

らし合わせるなどをしまして、総合的に考慮して、

設置の必要性を判断をしているところでございます。

ちなみに令和４年度は５基を設置しております。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 これ今後の取組、これからどんど

ん道路整備はしっかりと行われていくんですが、県

警本部としては、どういった対応をやっていこうと

いう心構えを持っていらっしゃるか、お願いします。

○下地忠文交通部長 先ほどもお答えしましたけれ

ども、そういった事故の形態であるとか、交通渋滞

も含めて総合的に判断をして、限られた予算の中で

積極的に設置をしていきたいと考えております。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 御答弁ありがとうございます。

次に、総務部のほうにお伺いをさせていただきま

すが、人事調整費について。これは内訳書の６ペー

ジになりますけれども。そこの退職手当のうち、普

通退職が182名というふうに見込みがなされておりま

すが、昨年度の資料によると160名。その普通退職者

の見込みが22名も増加していることについて、積算

の考え方としてはどういうふうな状況になっており

ますでしょうか。

○知念百代人事課長 今、積算のお話がありました

けれども、普通退職が182人で上げているところです

が、昨年度から減っている理由としましては、定年

退職者はこの年に60歳を満たした方というふうにな

りますので、今年度よりも、次年度60歳を迎えられ

る方が増えているという状況になります。

失礼しました、大変申し訳ありません。定年退職

者は67名というところなんですが、普通退職者が

182名というものにつきましては、臨任の退職者と

いったところが増えているといった状況になってお

ります。

すみません、以上です。

○仲田弘毅委員 年代別にどの程度の数になるか。

○知念百代人事課長 本務職員は35名を見込んでお

ります。昨年度は31名というふうにしておりまして、

若干増えた見込みを足しております。

それから、臨任職員に関しましては147名を見込ん

でおりまして、昨年度129名より増えて見込んでおり

ます。

以上となります。

○仲田弘毅委員 同じく内訳書の７ページになりま

すが、その７ページのほうで、人事給与費について

表示されておりますけれども、会計年度職員への期

末手当等が計上されております。

総務省の資料によりますと、勤勉手当も支給可能

になるよう検討を進めているようですが、今後、本
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県としてはどういうふうな対応を考えておりますか。

○知念百代人事課長 会計年度任用職員の期末手当

については、令和２年４月１日から、この会計年度

任用職員の制度が導入されたときから、期末手当が

支給されるようになっておりますので、引き続き次

年度においても計上しているところでございます。

○仲田弘毅委員 それと、第２期官民協働グローバ

ル人財育成事業の事業内容、そしてこれまでの成果

とか、あるいは事業効果等について県はどういうふ

うにお考えでしょうか。

○知念百代人事課長 失礼いたしました。

先ほどの答弁の中で、勤勉手当のお話でしたので、

申し訳ございません。勤勉手当については国のほう

で支給するような、対象とするような形で動いてお

りますので、国の法律に従いまして、県のほうにお

いても勤勉手当の支給については今後検討していく

ことになるかと思います。

ただ、令和５年度については、まだ詳細は決まっ

ておりませんで、情報によりますと、令和６年度か

らの支給開始というふうには聞いているところです。

それでは今の御質問の中で、官民協働グローバル

人財育成事業についての成果というところなんです

が、コロナ禍におきまして、ここ２か年ほどは休止

をしている状況にはなりますが、次年度におきまし

ては、再開をすると計上しているところです。その

効果というお話がありましたけれども、21世紀ビジョ

ンを実現するための人材の育成、そういったことを

目的に実施しているところです。

また、これは県職員だけを研修するというもので

はなくて、民間の企業職員と合同での研修というこ

とになりますので、官民協働による施策提案の能力

の向上、そういったものを目指して計上している事

業でございます。

○仲田弘毅委員 やっぱり県費予算を使っていくと

いうことであれば、人材育成、あるいはまた確保の

面からも最大限の効果が出せるように、ぜひ頑張っ

ていただけないかなと思います。

次、16ページの総務事務センター費について伺い

ます。

この総務事務センターが開設されて、もう何年目

になりますか。

○知念百代人事課長 総務事務センターは平成27年

度から設置されております。

○仲田弘毅委員 これまでいろいろノウハウの蓄積

もなされてきたと思いますけれども、設置した効果、

メリットはどのようなことがあったというふうに考

えていらっしゃいますか。

○知念百代人事課長 総務事務センターの設置の目

的としましては、総務事務の効率化を図る、そして

集中化を図る、そういうことによりまして、その経

費の節減につながっていくものと考えております。

○仲田弘毅委員 茨城県と埼玉県では、県をまたい

で共同給与システムを利用して、歳出削減効果を得

ているというふうな情報も入ってきております。

そういった広域利用をすることによって、県とし

てメリットがあるのであれば、沖縄県としてもしっ

かりそれを活用していく必要があると思うんですが、

そのことに対してどうお考えでしょうか。

○知念百代人事課長 今お話があったように、他県

のほうでは共同でのシステム、共有管理みたいなこ

とをされているというお話がございましたけれども、

総務事務センターの職員の給与、それから赴任旅費

等に係る支給の経費については、知事部局のみなら

ず警察なども含めてやっておりますので、そういう

意味では、共有化を図りながら経費の節減に努めて

いるところになるかと思っております。

○仲田弘毅委員 次に19ページ、行政管理費につい

てお聞きいたしますが、このことに関しましては、

我が党の代表質問でも問題視いたしましたけれども、

新沖縄県行政運営プログラムの成果指標について、

重大な不備が発生してもおかしくないような状況が

指摘されておりますけれども、それこそ重大な、ま

た我々からしても指摘しなくちゃいけないことだと

いうふうに考えています。

現時点においてその見直しの作業、これまでいろ

んな不条理なことが起こっておりますけれども、そ

の見直しの作業についてはどういうふうに行われて

おりますか。

○宮城力総務部長 新沖縄県行政運営プログラムの

最終案を今取りまとめ中でございます。本会議のほ

うで重大な不備の目標件数ゼロじゃないのはおかし

いのではないかという御指摘をいただきました。

確かに、ゼロを目指すべきであり、これはゼロに

するという方向で今、作業を進めているところでご

ざいます。

ちなみに、この運営プログラムは３月末に策定す

る予定で、年度末に行政改革推進本部を開催し、こ

の中で最終案を確認するという流れになります。

○仲田弘毅委員 部長、この案件に関しては、やは

り沖縄県の行政改革懇談会との意見交換、あるいは

調整も、僕は一番大事だというふうに考えておりま

すけれども、そういった方々との議論はなされてお
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りますか。

○宮城力総務部長 有識者からなる懇話会、これを

策定し、素案を示し、意見を頂戴しました。加えて、

もっと議論を深掘りするべきではないのかという御

指摘もいただきましたので、年末にＤＸ関係、それ

からＰＦＩ関係、それぞれ個別のテーマごとに専門

委員も招聘した上で部会をつくって、その中で議論

も頂戴し、最終案の中で盛り込んだところでござい

ます。

様々な御意見を頂戴しておりまして、それらにつ

いては関係部局と調整の上、できる限りこのプログ

ラムの中に盛り込んできたところでございます。

○仲田弘毅委員 やっぱり大変微妙なところもあり

まして、これは丁寧さとか、慎重さが大変必要とさ

れるというふうに考えておりますので、今後の対策

には十分配慮しながら、頑張っていただきたいなと

思います。

知事公室関係に移りますけれども、先ほど、我々

の島尻忠明委員からも質問がありましたが、特命推

進事業、特命、その事業に関して、中身があまりはっ

きりしない。

具体的にお聞きしたいのは、この特命推進事業の

中で、審議会なるものが構成されているということ

ですが、その謝礼金として110万9000円ほど、これは

初めてですか、この計上をされるのは。初めて計上

されるということで理解してよろしいでしょうか。

○武村幹夫特命推進課長 この特命推進事業のうち

の報償金につきましては、こちらのほうで今年度実

施いたしました、新型コロナウイルス感染症に係る

アドバイザリーボードの運営費として計上してござ

います。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 これは専門用語では皆増計上と言

うそうですが、こういうふうに、初めて予算計上さ

れるという認識でよろしいでしょうか。

○武村幹夫特命推進課長 すみません、失礼いたし

ました。

今年度、この報償費については新規という形になっ

てございますけれども、今年度から、この新型コロ

ナウイルス感染症に係るアドバイザリーボードにつ

いては流用で、今年度の当初予算では載っておりま

せんでしたけれども、今年度流用で計上して、今年

度から事業を実施しております。

それで、次年度につきましては新規というような、

今年度の当初予算はゼロでございますけれども、年

度途中での流用で事業をスタートいたしまして、次

年度、初めて計上した形のように見えてしまいます

けれども、今年度からスタートしている事業の継続

でございます。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 その審議会の審議内容、どういう

ふうな審議がなされているかということも御説明で

きますか。

○武村幹夫特命推進課長 この新型コロナウイルス

感染症に係るアドバイザリーボードにつきましては、

医療、経済、教育、労働、福祉など、幅広い分野の

有識者から構成して設置してございます。

この審議内容につきましては、保健医療部をはじ

め、関係部局の新型コロナウイルス感染症対策の施

策の推進に生かされております。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 それと同時に、特別旅費という形

で198万円をまた予算計上、これも初めての予算計上

だというふうに思いますが、その件についてはいか

がでしょうか。

○武村幹夫特命推進課長 特命推進課におきまして

は、次年度新たに課内室として地域外交室を設置す

ることとしております。

この地域外交室では、沖縄県地域外交基本方針を

策定することとしております。その調査費として、

海外事務所などへの調査などを予定しておりまして、

そのための特別旅費として計上してございます。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 次に、18ページから19ページにか

けて、基地対策調査費について質問をさせていただ

きますが、辺野古新基地建設問題対策事業というこ

とになっておりますけれども、旅費が1536万5000円

計上されています。その前年度と比較して、増減は

どの程度になっていますか。

ちなみに、令和４年度は幾らぐらいになっていま

すか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 令和

４年度の旅費につきましては、1138万円となってお

ります。

○仲田弘毅委員 この令和４年度の予算の執行率は

どの程度になっていますか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 今現在、

執行率の資料は持ち合わせておりません。

○仲田弘毅委員 以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後０時７分休憩

午後１時22分再開



－122－

○又吉清義委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

先ほど、花城委員の質疑に対する答弁で、警察本

部警備部長から答弁を訂正したいとの申出がありま

すので発言を許します。

市原悠樹警備部長。

○市原悠樹警備部長 先ほど、花城委員から国境離

島警備隊の隊員の人件費について御質問があった件

について、改めて御説明をさせていただきます。

国境離島警備隊員の人件費につきましては、その

任務が極めて国家的な性格の強いものであり、国か

ら10分の10の補助がなされるという仕組みになって

おります。

この点を踏まえまして、一般の県警職員に要する

人件費を事業職員費に計上していることと区分して、

事業離島警備対策事業費、すなわち国境離島におけ

る不法事案対策等の予算に計上し、整理していると

いうものでございます。

以上でございます。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 午後の１番、よろしくお願いしま

す。

まず、総務部のほうから、予算の件について少し

聞かせていただきたいと思います。

資料３－３の令和５年度当初予算（案）の説明資

料から、まず何人もの方々も聞いているんですけれ

ど、改めて令和５年度予算の編成の基本方針等々お

聞かせください。

○又吉信財政課長 令和５年度は、新沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画の取組を加速させ、誇りある豊かな

沖縄の未来につなげていく重要な年であります。こ

のため、県民の命と暮らしを守る感染症対策と県経

済の再生などを柱とする６つの重点テーマを踏まえ

つつ、沖縄振興予算に加え各省計上予算、より地方

財政措置の有利な県債の積極的な活用を図るととも

に、変化する社会経済情勢や県民ニーズを捉え、的

確に対応するとの基本的な考え方により予算を編成

したところです。

以上です。

○山里将雄委員 今回の予算は２年続けて8000億円

を超えるという予算規模となっているんですけれど

も、この資料を見ますと、コロナ禍以前には7300億

円ぐらいから7500億円ほどで推移していたと思いま

す。今は1000億円ほど増加となっていると、こうい

う状況なんですけれども。

これは、やっぱりコロナ予算、この影響でこれだ

け1000億円が伸びているということで理解していい

んですか。

○又吉信財政課長 まず、コロナに関する予算は、

今委員がおっしゃったとおり、当初予算としては令

和３年度からやっております。その規模によって、

年度によって違うんですけれども、大体750億円から

1300億円程度、コロナ関係の予算が当初予算にのっ

かっているということで、その結果、昨年度に引き

続き令和５年度も8000億円を超える規模というふう

になっているということでございます。

○山里将雄委員 分かりました。

とすると、このコロナ感染拡大は今、まだ十分で

はないですけれども、落ち着きつきつつあるという

ことになるんですけれども、この予算規模、今後は、

その分はもう縮小されていくというふうに考えたほ

うがいいんですか。

○又吉信財政課長 コロナが収束した場合は、やは

りその関係予算は縮小されるというふうに考えてお

ります。

ただ一方、社会保障関係費は伸びてくるというの

は、これも傾向がありますので、増の要因もありま

す。予算規模なんですけれども今、コロナ以外に例

えば今年度でいいますと、物価高騰とか、電気料高

騰という形で、社会経済情勢の変化を踏まえて、そ

れに対応する必要があるということですので、そう

いうものを反映された形で予算規模を含めて決まっ

てくるのかなというふうに考えております。

○山里将雄委員 そのまま元の水準まで落ちるとい

うことではないのですね。

次の質問お願いします。県税の伸びがこの表を見

ますと約51億円、前年度より増えて、地方交付税が

90億円伸びていると。それから、臨時財政対策債が

77億4000万円減になっている。この地方交付税と臨

時財政対策債を合わせると13億円増えている。

単純に言えば、基準財政需要額が増えれば交付税

が減になるというふうになるはずなんですけれども、

これで見ますと県税も伸びている、それからいわゆ

る交付税の臨時財政対策債もこれは交付税の一部で

すので、交付税も伸びていると。

この関係はどう解釈すればいいですか。

○又吉信財政課長 今おっしゃったような形で、地

方交付税と臨時財政対策債を加えた実質的な地方交

付税については、国の地方財政計画の増減を参考に

しつつ、令和３年度の決算、令和３年度も４年度も

決算のほうで上振れしていますので、それも加味し

ながら、令和５年度における社会保障関係費の需要
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の伸びも含めて勘案して見積もったところです。国

のほうが税収が伸びておりまして、交付税として現

金ベースで来る額のほうが増えたというところで、

その反動というところで、臨時財政対策債が大幅に

減っていると。

ただ、総額としては確保されているというふうに

考えております。

○山里将雄委員 基準財政需要額が伸びているとい

うことも要因ということでいいんですね。

○又吉信財政課長 基準財政需要額も伸びています

けれども、収入額も伸びて、その結果が交付税、あ

るいは臨時財政対策債に跳ね返ってきているという

ところです。

○山里将雄委員 分かりました。

臨時財政対策債が大きく減少して、今説明があっ

たんですけれど、この臨時財政対策債は後々交付税

に元利償還、元利含めて交付税に措置されるという

ことに今なっているんですけれども、これは今その

補填はちゃんとされているんですか。

○又吉信財政課長 今委員おっしゃるとおり、制度

上そのようになっていますので、元利償還のある年

には100％措置されているというふうに考えておりま

す。

○山里将雄委員 臨時財政対策債があまりにも多く

なることが、将来の県の財政に影響が出るんじゃな

いかという懸念の声が前あったんですけれども、今

の段階では、まだきちんと補塡をされているという

ことでいいですね。分かりました。

次行きます。歳出予算で、性質別の中で人件費が

0.9％伸びている。これは主にどういうもので伸びて

いるのか説明いただけますか。

○又吉信財政課長 人件費でいいますと、約19億円

ほど伸びているんですけれども、その主な内訳は給

与のほうで約６億4000万円余り、職員手当で10億

2000万円余り伸びております。給料で伸びている主

な要因といたしましては、公立小中学校の教職員の

定数増に対して、これが約４億円余り伸びておりま

す。職員手当なんですけれども定年退職者の増が、

今年度よりも57名程度増が見込まれるというところ

で、退職手当が増えております。

ただ、定年退職については次年度からの定年引上

げ、60歳に達しても本人が希望すれば61歳まで働け

るという制度になっておりますので、ただ、予算と

しては60歳に達した人が全て辞めたいといった場合

でも、対応できるような予算を計上しております。

以上です。

○山里将雄委員 これを聞いたのは、もう既に今答

弁があったんですけれども、教職員の増員分、これ

はいわゆる人件費の増にどのように見られているの

か、それを少し確認したかったんですけれど今、教

職員の分も含まれているということでしたけれども、

これは教育委員会に本来は確認すべきなんですけれ

ども、いわゆる教員増の分、今のいろいろ問題になっ

ている教員不足を補うため、あるいはメンタルで休

んでいる人の分を補うための予算というのは、今回

はこれの中に含まれている、見られているというふ

うに解釈していいんですか。

○又吉信財政課長 教職員の定数は、定数条例のほ

うで定められていますけれども、令和４年と令和５年

度を比較しますと、公立の小中学校で210名の増、県

立特別支援学校、県立高校で27名の減、県立中学校

名護の桜中学校が開校しますので、そこで４人の増

という形で、トータル187名の増という形で定数上増

えております。この187名分については給与としても、

それは予算に計上しているというところでございま

す。

○山里将雄委員 分かりました。

財政課にはそれぐらいの確認しかできないと思い

ますけれども、この数字でいうと、いわゆる当たり

前に増えた分の増にしかなっていないというような

感じですね。はい、分かりました。

予算書から一時借入金について、ちょっと確認を

していきたいと思うんですけれども。一時借入れの

今回700億円ですか、計上されていますけれども、ま

ず一時借入れの目的をお願いします。

○又吉信財政課長 一時借入金については、地方自

治法の第235条の３において、普通地方公共団体の長

は、歳出予算内の支出をするために一時借入金を借

りることができると規定されておりまして、既定の

歳出予算内の支出現金の不足を補うために借り入れ

ることが可能となっております。

一般的に、地方自治体においては歳入と歳出の予

算は同額になります。ただ、実際のお金の歳入する

時期と歳出時期が、それぞれの事業の性質によって

異なってきますので、年度途中で現金ベースで不足

が生じる期間が出るというところですので、その生

じた期間の資金繰りのために借りるものというふう

に考えております。

○山里将雄委員 その一時借入れについては、会計

課とも密接な関係がありますけれども、これを担当

するのは会計課、財政課、どちらになりますか。

○又吉信財政課長 借入れについては普通地方公共
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団体の長となっておりますので、借入れについては

財政課、ただ、その出納事務については会計課が担

当しているというところでございます。

○山里将雄委員 年度内で現金が足りなくなるとい

う状況が出てきたときに、それを借りるという判断、

今の時期で借りるという判断は、これはどちらがや

ることになりますか。

○又吉信財政課長 それについては県の知事と、昔

でいうと出納長なんですけれども、過去にその連名

とあとは銀行のほうで契約を交わしておりまして、

契約の範囲内で会計課のほうと銀行がやり取りしな

がら補っているということでございます。

○山里将雄委員 今この700億円という金額、これは

前年度、前々年度はしっかり見ていないんですけれ

ども、同じぐらいだと思うんですけれど、これは今

どうですか、十分ですか。

○又吉信財政課長 借入れ限度額についてはちょっ

と調べてみますと、これまで４回改定されてきてお

ります。直近が平成17年から700億円となっておりま

して、令和３年度に一時借入額の最高額が522億円と

いうのがございます。ですので、700億円は十分だと

いうふうに考えております。

○山里将雄委員 今もう令和４年度は、まだ終わっ

てないんですけれど、今の段階で一時借入れは、こ

の年度はどれぐらい行っていますか。

○又吉信財政課長 会計課によりますと今まで、今

年度は39日間借り入れて累計で4500億円程度借りて

いると。すみません、利息については今後もあるの

でちょっと把握しておりませんが、参考までに令和

３年度が22万631円、令和２年度が３万6195円、令和

元年度が３万6936円という利子になっております。

○山里将雄委員 そんなものなんですか、利子の額

というのは。

○又吉信財政課長 短期で0.002％という形で返して

いますので、そのような決算になっております。

○山里将雄委員 そうですか。

それだけだとそんなに影響はないのかな。

一借というのはどうしても必要なので、これはや

むを得ない部分もあると思うんですけれども、やっ

ぱり借り入れたらその分利子が発生するので、やっ

ぱりそれは抑制をしなきゃならないと思うんですけ

れども、それに対する対策とか、そういうことはど

うなんでしょうか。

○又吉信財政課長 国庫支出金の受入れについては、

年度末に翌年度の執行方針という文書を出しており

ます。その中で適宜受け入れるという形でやってお

ります。

今年度については、土木のほうで繰越しを少しやっ

て、国庫が一部受け入れられなかった。あと、総務

部なんですけれども、一括交付金の手続で一部あっ

たという形で、改めて今年度、年度途中でも国庫に

ついては、適切に対応するようにというような形で

文書を発出しております。

○山里将雄委員 分かりました。

総務部は以上としまして、次行きたいと思います。

次は公安委員会についてですけれども、少し聞か

せてください。資料３－３、当初予算の説明資料か

ら、これちょっとやるのは面倒くさいんであれしま

すけれども。

名護警察署の建設の計画があると。この間、平良

昭一議員の一般質問等々にもあったんですけれど、

この件について少し聞かせてください。今回、予算

に造成設計、基本設計となっています。造成設計す

るということは、もう土地購入は済んでいるという

ふうに考えていいんですか。

○中根繁会計課長 名護警察署の移転先につきまし

ては、名護市大北への移転を計画しておりまして、

土地につきましては、建設予定地と現名護警察署の

土地と交換による取得を予定しておりまして、関係

機関と調整をしているというところでございます。

以上です。

○山里将雄委員 そうするとまだ、実際には土地、

等価交換と言っていたんですけれど、等価交換はま

だ済んでいるわけじゃないということですか。

○中根繁会計課長 そのとおりです。

○山里将雄委員 今回、この予算を計上していると

いうことは、この等価交換をきちんと今年度内でで

きなかった場合はどうなりますか。

○中根繁会計課長 等価交換の時期につきましては、

令和９年度に移転を予定しているんですけれども、

その頃を予定しております。

○山里将雄委員 今年度に造成設計を入れるんです

よね。等価交換が成立していないのに造成設計入れ

るんですか。

○中根繁会計課長 等価交換につきましては、交換

による取得の手続としまして今後、公有財産管理委

員会など、関係機関と調整をした上で決定していき

たいというふうに考えております。

○山里将雄委員 工事はいつから始める予定なんで

すか。

○中根繁会計課長 新庁舎の建設工事につきまして

は、令和７年度から令和９年度を予定しております。
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○山里将雄委員 令和９年に等価交換が成立すると。

とすると、土地は取得してない。でもその前に造成

設計も入れる、それから工事も始める、そういうこ

とですか。

○中根繁会計課長 まず、造成設計や基本設計を契

約する前までには、公有財産管理委員会など関係機

関との調整は進めていきたいというふうに考えてお

ります。

○山里将雄委員 可能ということですか。

○中根繁会計課長 この手続につきまして、関係部

局のほうと調整をして進めているというところでご

ざいます。

○山里将雄委員 ちょっと僕の勉強不足なのかどう

か、ちょっと理解できない分もあるんですが、後で

またちゃんと確認しましょう。進めます。

さっき大北区とおっしゃっていたんですけれども、

庁舎ができると、パトカーのサイレンの音とか、い

わゆるあの地域の環境は変化するわけですね。地域

への説明等も必要だと思うんですけれども、その辺

はどう考えていますか。まだやってないですよね。

○中根繁会計課長 現時点におきましては、そのよ

うな形での住民説明等は実施しておりませんが、今

後所要の手続を適切に行っていきたいというふうに

考えております。

○山里将雄委員 迷惑施設ということではもちろん

ないんですけれども、いろんな環境が変わるという

ことがあるので、やっぱり地域、近くの住民には、

影響があると思いますので、ぜひそこはしっかりと

やっていただきたいなというふうに思います。よろ

しくお願いします。

それから、一般質問で平良昭一議員が言っていた

ことなんですけれど、交通安全センターでしたか、

そこの移転については答弁で、まだ今の段階では決

まっているわけじゃないと、確定しているわけじゃ

ないと。ただ、将来的には検討しているということ

だったんですけれども、この8000平米という面積の

中で、その面積も確保することは可能ですか。

○中根繁会計課長 現在、調整しております8000平

米につきましては、単純に名護警察署だけの面積と

して今調整をしているところでございます。

○山里将雄委員 そうすると将来的にセンターを近

くに造るとなった場合に、新たにまた土地を取得す

るということでいいんですか。

○中根繁会計課長 そのとおりでございます。

○山里将雄委員 分かりました。

これは今後の事業になりますので、またいろいろ

と確認していきたいと思います。この件については

以上とします。

先ほど午前中に仲田委員からも交通安全施設の件

についての質問がありましたけれども、私が前から

質問をして、皆さんからの答弁を受けているんです

けれども、名護の志味屋線と県道名護本部線の交差

点の信号、あれからもう随分たつんですけれど、そ

のときには予定の中に入れているという話もあった

んだけれど、いまだにできてないんですけれど、こ

れは一体どうなっていますか。

○下地忠文交通部長 今、委員御指摘の県道84号線、

そこの交差点につきまして、現在信号機設置に関し

て周辺における道路環境整備、施設設置計画につい

て、今道路管理者等々と関係機関、いろいろ住民説

明会も含めて意見を交換して進めているところでご

ざいます。

○山里将雄委員 いまだにまだそういう状況という

のは、ちょっとどんなかなと思うんですけれど。こ

こ本当に危ないですよ。本部へ行く道路は本当に交

通量が多いですから県道は。それに交差する市道で

すので、横切るのと山川側から来たときに右折する

とき本当に危険です。実際、小さな事故はしょっちゅ

う起きているでしょう。ここがどうして優先度がそ

んなに高くないのかというのが、本当に不思議でし

ようがない。ぜひ急いでやっていただきたいと思い

ますけれども、一言お願いします。

○下地忠文交通部長 今御質問の交差点につきまし

ては、積極的に進めているところではございますけ

れども、この交差点は非常に現状のままで信号機を

新設した場合、白銀橋付近のさらなる交通渋滞が発

生することが懸念されます。

委員も御承知だとは思うんですけれども、非常に

複雑なところになっておりまして、その対策も併せ

まして、先ほども申し上げましたけれども、関係機

関、道路管理者と住民説明も含めて進めているとこ

ろでございます。

○山里将雄委員 以上です。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 まず公安委員会のほうからよろし

くお願いします。

警察行政のデジタル化に向けた取組というのがあ

りますが、その事業の概要について伺います。

○壱岐恭秀警務部長 県警察におきましては、デジ

タル技術化等を効果的に活用することにより、警察

活動の一層の質的向上を図るため、令和５年度にお

いては３つの事業を予算として計上しているとこで



－126－

ございます。

具体的には１つ目が、いわゆるＤＸ事業として、

ＲＰＡなどのデジタル技術を警察業務へ導入すると

いうものでございます。

２つ目が、いわゆる共通基盤システムというふう

に申し上げておりますけれども、今の警察のシステ

ムというのは警察庁であるとか、あるいは沖縄県警

察をはじめとする都道府県警察がそれぞれ独自にい

ろんなシステムをつくっているわけですが、これを

統合集約することとして、今警察庁において共通基

盤システムというものを整備しております。これに

関する事業が１つでございます。

３つ目が、運転免許デジタル化整備事業としまし

て、同じく個別に整備運用していた運転者管理シス

テムを、先ほどの共通基盤システムに統合集約する

こと。

以上の３つの取組を進めたいというふうに考えて

ございます。

以上です。

○当山勝利委員 今の最後の運転免許のデジタル化

というのは、マイナンバーカードと関係ありますで

しょうか。

○壱岐恭秀警務部長 現時点は、そこではなくて免

許の情報を警察庁に集約するための手続ということ

でございます。運転免許の情報を今都道府県で持っ

ているわけですけれども、それを警察庁が今整備し

ています共通基盤のほうに移行するであるとか、そ

ういった作業のことの内容でございます。

○当山勝利委員 ありがとうございます。

あと、先ほどありましたＤＸでＲＰＡ化されると

いうことでしたけれども、次年度はそのような動き

だと思うんですが、警察行政においてのＤＸ推進と

いうのはどのようにお考えでしょうか。

○知念克幸警務部参事官課長事務取扱 県警察にお

けるＤＸ推進事業につきましては、令和５年度新規

予算事業として、316万6000円を計上しております。

このうち業務の効率化を図るツールとなるＲＰＡ

――ロボティックプロセスオートメーションと言う

んですけれど、それを導入するための使用料及び賃

借料として59万4000円を計上しているほか、県警察

に長期保存されている紙文書を電子化するために必

要となるスキャナ等の機器を整備するための使用料

及び賃借料として22万2000円。また、これらの長期

保存紙文書を電子化するための作業要員となる会計

年度任用職員の報酬等として235万円を計上しており

ます。

以上です。

○当山勝利委員 次年度の御説明をいただきました

けれども、恐らくＤＸ推進ということでいろいろ試

行錯誤をされていくと思いますが、これはまたおい

おいどういうふうにしていくかは考えていただけれ

ばと思います。

琉球政府関係書類デジタル・アーカイブ事業につ

いて、美ら島沖縄の３月号に特集で載っていますよ

ね。いろいろお話は聞かせていただいていますけれ

ども、今からまた令和13年まで、事業が４年から13年

まで延びたということで、それなりの事業期間があっ

て、それなりの予算がかけられると思います。マン

パワーもかけられると思いますが、目指すゴールに

ついて、この10年間でどういうところを目指してい

くのか伺います。

○山内昌満総務私学課長 この事業につきましては、

スタートが平成25年度から令和３年度まで９年間や

りました。琉球政府の文書13万冊のデジタル化を行

うというところの目標を達成して、今の令和４年度

以降の後継事業になったところです。

現状令和５年度予算の関連で、令和４年度以降に

つきましては、琉球列島米国民政府文書、いわゆる

ＵＳＣＡＲ文書等の５万5000簿冊について個人情報

の観点から公開できないものを除いた４万簿冊につ

いて、収集して公開するというところで、10年計画

で取り組んでいるところです。

以上です。

○当山勝利委員 ちょっと先に行く前に、平成25年

からの９年間でどれだけの予算をかけられたのかお

伺いします。

○山内昌満総務私学課長 平成25年度から令和３年

度までの琉球政府文書デジタル・アーカイブ推進事

業の決算額ベースで、合計12億9862万4571円となっ

ております。

○当山勝利委員 その期間で取り組まれた状況につ

いて伺います。

○山内昌満総務私学課長 沖縄県公文書館のほうで

保管しておりました琉球政府文書約16万簿冊ござい

ましたが、主要な13万簿冊についてデジタル化して

おります。そのうち、個人情報等のため公開できな

い文書等がございますが、それらを除いて13万簿冊

のうち10万簿冊を今現在、インターネットで公開し

ているというのが成果でございます。

○当山勝利委員 ５万5000簿冊を公開されるという

ことと、それから10万簿冊は既に公開されていると

いうことで、公開できないものもあると思うので15万
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簿冊よりは少ないでしょうけれども、そこら辺を合

わせて、将来的にこの10年間でそれだけ目指してい

きたいということだと思うんですけれども。皆様方

としてはどういうふうに活用してもらいたいという

のかな、何か目当てがあると思うんですね、ただ公

開するだけじゃなくて。そこら辺はどのようにお考

えでしょうか。

○山内昌満総務私学課長 今デジタル化する文書に

ついては、その当時の紙の質が悪くて、今後の保存

に影響が出るところです。これらの文書については、

米国統治下という特殊な状況の中、残されてきた公

文書でありまして、本県の歴史をめぐる上で重要な

ものであるため、この財産を次世代へつなぐことを

目的として事業を実施しております。復帰から50年

がたちまして、記録の継承が課題となる中、時代の

節目となる歴史的価値のある文書を整理し、保存し

ていくということで取り組んでおります。

インターネットの公開につきましては、いろいろ

県民の方にも見ていただきたいという部分と、あと

大学等研究機関のほうでも、沖縄の歴史について活

用していただきたいという趣旨で公開しております。

○当山勝利委員 先ほど御答弁いただいたかどうか

ちょっと確認、もう一度お願いしますけれど、次年

度の取組について最後に伺います。

○山内昌満総務私学課長 令和５年度計上しており

ます予算のほうでは、琉球政府関係文書2500簿冊を

デジタル化するという部分と、これまでデジタル化

した琉球政府関係文書と合せて収集できたものにつ

いて4000簿冊を公開するための費用として計上して

おります。

○当山勝利委員 分かりました。

また長い時間かけてやられていくわけですから、

しっかりこれを使って研究されている方もまた出る

かと思いますのでよろしくお願いします。

あと在米沖縄関係資料収集公開事業について、ま

ず令和５年度の取組について伺います。

○山内昌満総務私学課長 この事業は、米国の国立

公文書館に今現在所蔵されている沖縄関係の写真と

動画、およそ４万点を収集して、インターネットで

公開するということで取り組んでいる事業でありま

す。

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の状況

ですとか、今米国国立公文書館の開館状況を考慮し

ながら、約3000点の写真と動画を収集して公開する

予定として、必要な予算を計上しております。

○当山勝利委員 ４万点収集のうち、今何万点収集

されているのかということと、あとコロナの関係で

すけれども、先ほども答弁がありましたけれども、

改善方向に行くとは思うんですが、そこら辺の見込

みとかも併せて御答弁いただきたいです。

○山内昌満総務私学課長 令和４年度の収集、これ

は実績になりますが、４万4700点のうち、1200点、

率にして30.8％収集しております。

令和５年度の収集見込みにつきましては、累計で

3205点、累計では37.9％の収集率となる見込みであ

ります。それから、収集の状況についてなんですが、

令和２年度及び３年度につきましては、新型コロナ

ウイルス感染症の影響によりまして、本国から他国

への渡航制限ですとか、米国の国立公文書館の休館

があったため収集作業が中断しておりました。昨年、

令和４年度の夏頃から状況が緩和したため、11月か

ら３年ぶりに収集業務を開始して、令和４年度にお

きまして1500点の資料を収集することができました。

令和５年３月、現時点においても米国国立公文書

館につきましては、人数制限となっているという状

況にありますが、次年度に向けては、あらかじめ入

館前に公文書館側に閲覧資料の事前予約等をするな

り、限られた時間でできるだけ多くの作業ができる

ようにということで取り組んでいきたいと考えてお

ります。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、当山委員から答弁内容の確認が

あった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

山内昌満総務私学課長。

○山内昌満総務私学課長 先ほどの答弁で訂正して

お答えします。

令和４年度末の収集実績で４万4700点のうち、１万

3774点収集済みで30.8％になります。

以上です。

○当山勝利委員 分かりました。

これも貴重な資料を集めていただいて、コロナで

中断していましたけれども、こういう資料を使って

また研究者の方々、一般の方々もいらっしゃると思

いますので、ぜひ進めていただきたいと思います。

公共施設マネジメント推進事業について伺います

けれども、その中に大きな事業が２つあって、緊急

修繕等工事、大規模改修工事があります。まず、緊

急修繕等工事の事業概要について伺います。

○池原勝利管財課長 緊急修繕等工事の事業概要で

ございますが、広く県民が利用する公共施設などの

県有施設について、緊急的な修繕や脱炭素化に資す
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る改修などを行うことで施設の予防保全、機能改善

に資することを目的に実施しています。

令和５年度は沖縄県、沖縄コンベンションセンター

や北部合同庁舎など52施設で14億5230万6000円を計

上しているとこでございます。

○当山勝利委員 52施設で改修工事をされるという

ことですね。また、どういう施設があるか後で教え

てください。よろしくお願いします。

もう一つ、大規模改修工事について伺います。

○池原勝利管財課長 沖縄県公共施設等総合管理計

画に掲げる施設の長寿命化を推進するため、技術職

がいない施設への個別施設計画に基づく大規模改修

事業を実施しております。

令和５年度は、県立武道館や平和祈念資料館など

10施設で14億7745万5000円を計上しております。

○当山勝利委員 武道館は造られてから何年ぐらい

たちますか。

○池原勝利管財課長 すみません、資料として今持

ち合わせてないところでございます。申し訳ござい

ません。

○当山勝利委員 何か不具合とか現時点であるんで

しょうか。

○池原勝利管財課長 今回の県立武道館の修繕内容

ですが、外壁とか中央監視制御装置の改修というこ

とで予定しているところでございます。

○当山勝利委員 制御装置がちょっと古くなってい

るので、それから今、修繕されると。平和祈念資料

館は、次年度どのような改修をされるんでしょうか。

○池原勝利管財課長 令和５年度においては空調設

備、消防設備等の改修を予定してございます。

○当山勝利委員 管理設備がありますよね、あれは

もう改修終わりましたか。

○池原勝利管財課長 令和４年度については、補正

の予算で繰越しをお願いしていまして、５月で終了

予定ということで聞いております。

○当山勝利委員 平和祈念資料館は建てられてから

結構長くたっていて、そういう管理する設備とか、

空調も潮風なんかですごいさびてて、すごい状況だ

というのを見ていますので、ぜひそこら辺は進めて

ください。よろしくお願いします。

知事公室のほうにお願いします。基地関係業務の

中の特別旅費の中に、知事等訪米旅費というのがあ

りますけれども、これについて御答弁お願いします。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 知事訪米につきま

しては、県の政策や沖縄の状況を発信するとともに、

関係者と意見交換を行い、基地問題の解決に向けた

協力体制の構築、強化を図ることを目的として行っ

ております。沖縄の基地問題の解決を図るためには、

一方当事者である米国政府に対しても、知事が直接

出向き訴え続けることが重要であると考えておりま

す。

令和５年度当初予算（案）には、基地関係業務費

の知事訪米に係る特別旅費として、ワシントンＤＣ

訪問に係る旅費が579万1000円、ハワイ訪問に係る旅

費が同じく特別旅費で218万5000円、合計797万6000円

を計上しております。

以上です。

○当山勝利委員 ハワイとワシントンのほうに行か

れるということですが、ハワイは何を目的に行かれ

るんでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ハワイでは、米軍

基地と周辺コミュニティーが話合いをする機会が

セットされているというふうに伺っておりまして、

特別な記念日などでは訓練は行わないというような

ことなど、意見交換が実現しているということでご

ざいます。

このように、沖縄県でもこのような負担軽減につ

いても、意見交換を行う機会を持つ必要があると考

えておりますので、現地司令官との意見交換は必要

ではないかというふうに考えております。

○当山勝利委員 分かりました。

今知事が訪米されていて、明日帰るのかな。次年

度も引き続き訪米と、それからハワイのほうで必要

な、また知事が直接行っていろいろなお話とか、ま

た働きかけとかされると思いますので、ぜひそこら

辺はよろしくお願いします。

午前もありましたアジア太平洋地域平和連携推進

事業ですが、ちょっと重なるところは飛ばして特別

旅費に現地調査とありますけれども、その場所とか、

目的とか、調査内容について伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 アジア太平洋地域

平和連携推進事業の現地調査の場所、目的及び調査

内容についてお答えいたします。

現時点では、次年度の対象国として貿易や観光を

通じて本県と往来が盛んな香港、安全保障分野の対

話の場として存在感を増しつつあるシンガポール、

平和分野で交流が深まりつつあるカンボジア等を想

定しております。事前の文献調査やヒアリング等に

より、基礎的な情報収集を行った上で、沖縄との連

携可能性を具体化させることを目的として現地を訪

問し、県としての考え方を直接説明するとともに、

現地の課題や先進的な取組を調査するため、特別旅
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費を計上しております。

○当山勝利委員 分かりました。

香港、シンガポール、カンボジアなどの国という

ことで、東南アジアに行かれるということですが、

東南アジアでいうと最近人口が増えているマレーシ

アなんかも、かなり東南アジアの中核的な存在感を

示しているというふうに言われているんですけれど

も、そこら辺は検討されませんか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 マレーシアについ

ても、今後よく検討していきたいというふうに考え

ております。

○当山勝利委員 分かりました。

それとあと、この中に入っている委託事業につい

て、事業内容を伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 米軍基地問題情報

発信強化事業の委託事業についてお答えをいたしま

す。

沖縄の米軍基地問題に関する県内外の認識を広げ

るため、基地問題を分かりやすく整理し、様々な手

法で県内外に広く発信することにより、沖縄の基地

問題の解決に向けた議論の喚起、機運の醸成を図る

ことを目的に、令和４年度から実施をしております。

今年度、去る２月８日に東京で開催をしましたシ

ンポジウムを含む合計３回のシンポジウムでは、県

内外の多くの方々に参加をいただきまして、沖縄に

おける米軍基地の課題等について共有することがで

きました。シンポジウムの動画は、県公式ユーチュー

ブにも掲載をし、参加できなかった方々も視聴でき

るようになっております。

また、ＳＮＳやウェブなどの様々な媒体で多層的

に情報発信ができるよう、基地問題やその統計的デー

タを分かりやすく紹介する動画や、ネット上で体験

できるクイズ形式のコンテンツの作成を行っており

まして、順次発信をしていきたいということで考え

ております。

以上です。

○当山勝利委員 分かりました。よろしくお願いし

ます。

次に移ります。先ほどもちょっと午前中答弁あっ

たと思います。基地対策調査費の中の委託事業で、

沖縄の米軍基地問題に関する各種調査というふうに

なっておりますので、もうちょっとそこだけ答弁い

ただけませんか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 基地対策調査費は、

沖縄の米軍基地問題の解決促進に資するため、各種

調査、情報発信等を実施する事業であります。これ

までに他国地位協定調査やＱ＆Ａブックの作成配布、

それから様々なシンポジウムなどを実施しておりま

す。

令和４年度は、韓国の地位協定調査のほか、在沖

米軍基地に関する基礎情報収集調査として、アメリ

カ海兵隊の遠征展開基地作戦、いわゆるＥＡＢＯに

関する最新情報の収集、沖縄の米軍基地問題に関す

る県内外における理解度などを調査しております。

令和５年度におきましても、安全保障政策の動向

等を踏まえつつ、沖縄の基地負担に影響するテーマ

について調査を行っていきたいということで考えて

おります。

○当山勝利委員 いろいろな調査をされて、沖縄の

影響であるとか、日本の影響であるかとかいうのを

広く知るということも大切なんですが、またそれを

広く発信するということも大事だと思う。ＳＮＳと

いう発信の方法もあると思いますけれども、この材

料をどうやってうまく調理して県民に分かりやすく、

また国民に分かりやすく出していくかというのも大

切かと思いますが、そこら辺をどう考えていらっしゃ

いますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 基地問題について、

特に若年世代については、正確な沖縄の米軍基地に

関する知識というのが欠如しているというふうに言

われておりますので、せっかく調査をしております

ので、その調査結果について効果的に、県民に広く

公表できるように、正確に伝えることができるよう

に様々な工夫をしていきたいということで考えてお

ります。

○当山勝利委員 積極的に知ることは、若い人はな

いかもしれませんけれども、多分、知るときちんと

した関心を持ってもらえると思うんです。沖縄県の

場合は平和教育もしっかりされているところもあり

ますので、ぜひそこら辺はうまく伝達できるといい

かなと思います。それにつながるかどうか分かりま

せんけれど、米軍基地問題情報発信強化事業費とい

うのもありますよね。これに関して、委託事業につ

いて伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 委員、大変申し訳

ございません。

先ほど、米軍基地問題情報発信強化事業費の委託

事業についてということで、勘違いをしまして、既

に答弁はしております。申し訳ございません。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、当山委員から再度整理して答弁

するよう要望があった。）



－130－

○又吉清義委員長 再開いたします。

古堅圭一参事兼基地対策課長。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 申し訳ございませ

ん。

先ほど御質問のありました件については、アジア

太平洋地域平和連携推進事業の委託事業についての

御質問ですけれども、お答えとしては本事業におい

ては、アジア太平洋地域の国や地域と沖縄の連携可

能性等に関する文献調査、有識者ヒアリング、本事

業の趣旨等を県内外に広く発信するシンポジウムを

行うこととしており、これらの業務を委託によって

実施をしているところです。

以上が先ほどの御質問に対する答弁でございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、当山委員から米軍基地問題情報

発信強化事業の委託事業について答弁して

もらいたい旨の発言があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

古堅圭一参事兼基地対策課長。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 大変申し訳ござい

ません。お答えいたします。

沖縄の米軍基地問題に関する県内外の認識を広げ

るため、基地問題を分かりやすく整理し、様々な手

法で県内外に広く発信することにより、沖縄の基地

問題の解決に向けた議論の喚起、機運醸成を図るこ

とを目的に、令和４年度から実施しております。

今年度、去る２月８日に東京で開催したシンポジ

ウムを含む合計３回のシンポジウムでは、県内外の

多くの方々に参加をいただき、沖縄における米軍基

地の課題等について共有することができました。シ

ンポジウムの動画は、県公式ユーチューブにも掲載

をし、参加できなかった方々も視聴できるようになっ

ております。

また、ＳＮＳやウェブなどの様々な媒体で多層的

に情報発信ができるよう、基地問題やその統計的デー

タを分かりやすく紹介する動画やネット上で体験で

きるクイズ形式のコンテンツの作成を行っており、

順次発信をしていきたいということで考えておりま

す。

以上です。

○当山勝利委員 今の御答弁は、米軍基地問題情報

発信強化事業費の中の委託の部分ということで理解

いたしました。

最後ですけれども、不発弾処理で午前中もありま

したが、徐々に徐々に予算が減らされて、厳しい状

況なのかよく分からないんですが、どうしてもその

繰越しができない分、不用額が出てその分が減らさ

れているというふうになっていますけれども、それ

が今の制度だと繰越しできないので、結局は不用額

を出してしまって、どんどんじり貧、じり貧という

言い方がいいかどうか分かりませんけれども、どん

どん減っていく方向に行くんじゃないかなと思うん

ですね。

これどうなんでしょう、国と本当にきちんと話し

合って、これだと本当に毎年毎年減ると思うんです

よ。本当にそういう制度設計でいいのかどうなのか

も含めて調整される必要があるんじゃないでしょう

か、伺います。

○池原秀典防災危機管理課長 今般、予算が減額に

なっている理由といたしましては、主に広域探査発

掘加速化事業と、あと住宅等開発磁気探査支援事業

における国庫内示額の減によるものです。国からは、

国庫の減額理由について、現下の国の厳しい財政状

況においてさらなる効率的な予算の執行が求められ

ていることなどから減額したとの説明を受けており

ます。

県としては、不発弾対策は戦後処理の一環として

国の責任において実施されるべきものであり、国の

責務で不発弾処理に必要な予算額を確保する必要が

あると考えております。県としましては、引き続き

事業の効果的な執行に努めるとともに、今後も国に

対し、不発弾の早期処理のために必要な予算額を確

保するよう要望していきたいと考えております。

○当山勝利委員 では、制度上の問題ではなく、国

の予算がという理由で減額をされているというよう

な説明であったということだと思いますが、本当に

先ほどおっしゃったように、これは国の責任でやら

れるべき問題だとありますし、あとどのぐらい残っ

ていて、それが今のペースでいくとどのぐらいかか

るかというのはどうなっていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 今後何年かかるかと

いうところでございますけれども、県内の直近５年

間の平均処理量は約18トンとなっております。近年、

不発弾の発見及び処理量は減少傾向にあり、その処

理には長期間を要すると想定しておりますが、引き

続き国と関係機関と連携し、一日も早い処理につな

がるよう、事業の適切な実施に努めてまいりたいと

考えております。

○当山勝利委員 まだ想定される不発弾がこれだけ

あるだろうというのもあると思います。そこら辺も

きちんと数値化して、国に対して求めていくことが

必要だと思いますので、その努力はしてください。
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よろしくお願いします。

以上で終わります。

○又吉清義委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 最初に、総務部にお尋ねします。

私立学校教育振興費、珊瑚舎スコーレの私立中学

は新年度に設置できますか。

○宮城力総務部長 昨日、学校法人の雙星舎から知

事宛て要請がなされました。

池田副知事が対応したんですが、私立夜間中学校

設置申請に係る再審議を求める署名、これも併せて

提出がなされております。同席した卒業生、あるい

はボランティアの方々からも、学校設置にかける強

い意気込みを吐露していただいて、それを受け止め

たところです。

今後、期限は限られておりますが、関係法令に基

づいてどのような対応ができるのか急ぎ検討してい

きたいというふうに考えているところです。

○西銘純恵委員 全国初、どこにもないんですよね。

沖縄で初めて設立するということで前例がないので、

やはり沖縄はどうするということになりますので、

そこは現状の皆さんの声をしっかり受け止めて、早

くできるようにと思っていますので、ぜひ前向きに

お願いいたします。

○宮城力総務部長 学校の設置申請をいただいた後

に、その事業計画に基づいて妥当かどうか、持続的

な学校運営ができるのか等々も含めて、審査会、こ

れは審議会ですけれども、そこにも諮ることになり

ます。そこのスケジュールもございますが、この開

校に向けてのいろんな意見交換をしたいと思ってお

ります。時期については明言できませんが、先ほど

申し上げたように、５年度開校に向けてどのような

対応ができるのか取り急ぎ検討していきたいと思い

ます。

○西銘純恵委員 次、私立専修学校授業料減免事業

についてお尋ねします。対象人数と学校数をお尋ね

します。

○山内昌満総務私学課長 私立専修学校授業料等減

免事業について、令和５年度当初予算に計上してお

ります数字で、令和４年度の最終実績を踏まえまし

て、支援対象者数を2724名と見込んで、予算を13億

4567万9000円計上しております。

以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から対象人数について

確認があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

山内昌満総務私学課長。

○山内昌満総務私学課長 失礼いたしました。

これにつきましては、専修学校に補助をするとい

う形になっておりまして、県内の専修学校60校中、

補助対象となる専修学校は49校であります。前年度

と比較しまして、令和５年度は対象校が１校、対象

人数につきましては196名増加したことから、予算も

増額となっている状況にあります。

○西銘純恵委員 ＳＯＬＡ学園の正常化、向かって

いるんでしょうか。３月の卒業予定者は皆さん卒業

できますか。

○山内昌満総務私学課長 学校法人ＳＯＬＡ学園に

つきましては、運営する２つの専門学校がございま

す。令和５年３月２日に卒業式が開催され、最終学

年の生徒124名全員が卒業したと聞いております。卒

業生のうち、国家試験のある４学科に属する生徒が

79名いらっしゃるそうですが、全員が国家資格試験

を受験し、または受験する予定であると聞いており

ます。

○西銘純恵委員 問題にしていた柔道整復学科と、

もう一か所はどうですか。

○山内昌満総務私学課長 国家資格試験があります、

今御質問の救急救命士、柔道整復師の試験につきま

しても、現在卒業する在籍生全員が受験すると聞い

ております。

○西銘純恵委員 学科の廃止は新年度あるんでしょ

うか。

○山内昌満総務私学課長 ＳＯＬＡ学園のほうで運

営している学科のうち、美容学科及び製菓製パン学

科につきましては、生徒募集を停止しているという

ふうに聞いております。

○西銘純恵委員 新設の動きはありますか。

○山内昌満総務私学課長 学校法人ＳＯＬＡ学園に

おきましては、私立学校法に基づく手続として、医

療事務学科の新設について、現在認可手続中であり

ます。

○西銘純恵委員 正常化に向けて、まだしばらくよ

く見ていただきたいと思います。

次、会計年度任用職員についてお尋ねします。２回

の更新をして、この３月に３年目の期限を迎える任

用職員は何人いますか。男女の比率はどうでしょう

か。

○知念百代人事課長 再度の任用の回数が２回以上

ということになるかと思いますが、２回以上の会計

年度任用職員は、令和４年12月時点で837名となって

おります。それから、男女の比率というところでご
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ざいますけれども、７割が女性ということになって

おります。

○西銘純恵委員 今回、任用の見直しをしています

けれども、その内容を伺います。

○知念百代人事課長 任用の見直しについて、知事

部局におきましては、任用に当たっての適正な公募

期間を経てもなお人員確保が困難となるなど、公務

の運営に支障が生じる場合には、２回を超えた再度

の任用ができるというふうにして、去る１月19日付

で各部局宛てに通知したところであります。

ただし、再度の任用に当たりましては、繰り返し

任用の弊害等も踏まえて、適切に対応する必要があ

るものと考えております。

以上です。

○西銘純恵委員 今度、公募することによって門戸

を開かれるのは、さっき837人と言われましたけれど

何人でしょうか。

○知念百代人事課長 先ほどの２回以上の会計年度

任用職員の方全てにおいて公募に制限はございませ

ん。

○西銘純恵委員 女性の任用職員が７割と。そうい

う意味では、本当に女性の雇用状況というのは厳し

いと思うんですよ。正規が必要だと思う部署には正

規雇用ということで定数をちゃんと確保していくこ

とも、見直しも求めたいと思います。

管理職の女性比率を高めるための目標値と計画を

伺います。

○知念百代人事課長 県では、令和３年３月に女性

活躍推進法、それから次世代育成支援対策推進法、

これらに基づきまして沖縄県の特定事業主行動計画

というものを策定しております。令和７年度までに

女性の管理職への登用率を23％以上とする目標を掲

げているところです。

令和４年度の知事部局における登用率でございま

すけれども、昨年度全国６位でしたが、19.1％とな

りまして、今年度５位というところで順調に推移し

ているところでございます。

以上です。

○西銘純恵委員 計画を進めているということです

けれども、それでも女性比率23％が令和７年、あと

２年でしょう。去年度の比率は16.6％ですよね。19ま

でもう来ましたか。先ほどの答弁がちょっと。

○知念百代人事課長 今、委員、恐らく手持ちの資

料の中では16.6％の数字をお持ちかと思いますが、

これは知事部局のみならず、警察、それから教職員

を除く教育委員会も含めている数字となります。特

定事業主行動計画で掲げております目標値といいま

すのは、主に知事部局と少数の他任命権者を含めて

いる数字となりまして、それで申し上げますと19.1％

というところになっておりますので、その目標に向

けては順調に推移しているというところでございま

す。

○西銘純恵委員 計画達成に向けて頑張ってほしい

です。知事公室に伺います。

ワシントン駐在員活動事業費について。円安の影

響はどうなっているんでしょうか。前年度と比べた

活動内容と成果を伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在の

活動につきましては、円安の影響が一定程度ありま

すけれども、予算執行の節減等により特段の支障は

生じておりません。

しかしながら、今後のさらなる円安の進行や物価

高を考慮し、令和５年度予算につきましては、令和

４年度と比較して約1017万円ほどの増額を行ってお

ります。

ワシントン駐在の今年度の活動としては、米国政

府関係者、それから連邦議会議員補佐官等との面談

などを過去最高の1300名以上と面談を行っておりま

して、これまで以上に精力的に働きかけを行ってお

ります。

また、各種団体との連携にも力を入れており、昨

年３月末にはワシントン駐在からの要請により、ア

ジア太平洋系アメリカ人労働者連合、いわゆるＡＰ

ＡＬＡは、連邦議会上下両院の軍事委員会幹部に対

しまして、辺野古新基地建設問題やＰＦＯＳ等に関

する沖縄県の国防権限法（ＮＤＡＡ）への要望を取

り上げるよう要請文を発出しております。

また、昨年12月には米国環境保護庁（ＥＰＡ）長

官に宛てて、知事名の書簡を送付し、在沖米軍基地

のＰＦＯＳ関連の状況の説明と、ＥＰＡ基準の国防

権限法への反映に向けた連携等を求めたところでご

ざいます。ワシントン駐在の地道な活動により、沖

縄の基地問題の認識が米国内で広がりつつあるとい

うふうに考えておりまして、引き続き米国政府関係

者への働きかけ、米国内での情報収集に取り組んで

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 新たに米国のシンクタンクとつな

がって評価をして、沖縄の状況を評価したというこ

とはなかったですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在の

日々の地道な取組によりまして、今回新たに２点ほ
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ど新しい成果が出ていると考えております。

まず１点目です。クインシー研究所、いわゆるＱ

Ｉの報告書にも沖縄関係の記述が見られたというこ

とでございます。クインシー研究所が2022年６月に

発表した報告書によりますと、辺野古の普天間基地

代替施設の現行計画は軟弱地盤等の重大な技術的課

題があり、再検討されるべきとの指摘がされており

ます。米国のシンクタンクでありますクインシー研

究所の報告書に辺野古新基地建設の問題点が記載さ

れたことは、米国政府の政策決定や米国連邦議会の

法案審議に当たり、沖縄の基地問題が正確に理解さ

れ、考慮されることが期待できるというふうに考え

ております。

それから２点目でございます。米国戦略予算評価

センターの報告書についてです。アメリカ戦略予算

評価センター（ＣＳＢＡ）の報告書においては、沖

縄の米軍基地は先制攻撃に対する脆弱性があること、

在日米軍専用施設の約70％が集中していること、辺

野古新基地建設の費用と期間が未定であり、米軍に

とって運用上の有用性は限定的であること等が記載

されました。ＣＳＢＡの報告書に適切な記載がされ

ることにより、米国政府の政策決定や米国連邦議会

の法案審議に当たり、沖縄の基地問題が正確に理解

され、考慮されることが期待できるのではないかと

いうふうに考えております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 知事も訪米されて、本当に政府や

連邦議員に対しても、ワシントン事務所そのものが

ずっと日常的にやっているというのが、どれだけ大

きな沖縄を知らせるというのか、沖縄県民の本当に

人権が侵害されて危険な中で暮らしているという、

辺野古の新基地も駄目だということを知らせるとい

う上ではとても重要な役割を果たしていると思いま

す。体制については、ちょっと予算が少し円安で増

えたと言いますけれども、体制はどんななんでしょ

うか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和５年度のワシ

ントン駐在の体制につきましては、所長、それから

副所長及び現地採用職員の２名、合計４人体制となっ

ております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 現地職員がネーティブであれば全

然違ってくると思うんですけれども、そこら辺はど

うなんでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 昨年の11月下旬か

ら、アメリカ国籍の現地職員を追加で採用しており

まして、現在は日本人とアメリカ人の２名体制とい

うふうになっております。

業務内容としては、電話受付、来客対応、日程管

理、文書受付、資料作成、資料検索、その他補助業

務でありまして、うち１名は英語を母国語とするも

のと同等程度の英語コミュニケーション能力、日本

語を母国語とするものと同程度の日本語文書作成能

力を有しておりまして、沖縄の基地問題に関心があ

るものを要件としております。

また、１名は英語を母国語としており、英文のネー

ティブチェックも可能となっております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 さらに成果を上げることを期待し

ておきます。次、移ります。

基地対策調査費についてですけれども、沖縄の米

軍基地のＱ＆Ａのブックは調査費に作成費用が入っ

ていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 Ｑ＆Ａ作成経費に

ついては、調査費のほうに計上されております。

○西銘純恵委員 この間、出前講座で高校へ行った

んですけれども、やっぱり宜野湾から通っている高

校生が、沖縄は何でという直接質問があって、この

冊子を持っていたんですよ。とてもこういうのがあ

るのかと。それと社会科の先生がついていたんです

けれども、この先生も初めて見たということで、ぜ

ひ県立高校の生徒や先生方に配布して、自らの住ん

でいるところがどうなっているというのを知らせて

ほしいと思うんですが、検討をお願いします。予算

は入っていますよね。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 検討してまいりま

す。

○西銘純恵委員 ぜひ高校生、18歳から選挙権を持っ

ていますし、やっぱり大事な人格ということで、知

らせることが大事だと思いますので、次年度、そこ

も含めて増刷になるのかな、思い切って印刷して配

布してほしいと思います。

○嘉数登知事公室長 今御指摘のありました高校生

ですとか、対象先ですとか、そういったものを検討

してまいります。

○西銘純恵委員 辺野古問題対策事業について、国

際社会等とありますけれども、国連も含めて入って

いるということでよろしいんでしょうか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 県は国

連や国際社会に対し沖縄の基地負担の現状、辺野古

新基地建設に反対する理由や基地から派生する諸問

題の解決の必要性などを幅広く発信することにより、
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辺野古新基地建設問題や米軍基地に関連する課題等

の解決の糸口にしたいと考えております。

現在、問題解決に向けて効果的な取組となるよう、

発信の場や時期、手法等について情報収集及び分析

を行っております。

○西銘純恵委員 国連訪問、国連で意見を述べると

いうことは入っていないんでしょうか。ぜひやって

ほしいと思うんですけれども。どこの予算に入って

いるんでしょうか。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 令和

５年度当初予算（案）において国連等国際社会での

情報発信に関する予算として、1110万8000円を計上

しております。内訳としては委託料として690万円、

特別旅費として420万8000円を計上しております。

○西銘純恵委員 国連に行くんですかと聞いたんで

すけれど。

○知念宏忠辺野古新基地建設問題対策課長 今現在、

問題解決に向けて効果的な取組となるよう、場や時

期等について現在国連を含めて検討しております。

○西銘純恵委員 不発弾処理事業についてお尋ねし

ます。残された埋設量は、今のテンポでいくとあと

何年かかりますか。

○池原秀典防災危機管理課長 先ほどの答弁にも

ちょっと絡むところなんですけれども、例えば、先

ほど直近５年間の平均処理量は約18トンというふう

に述べさせていただいたところなんですけれども、

現在の推定する埋没量と申しますか、例えば1893ト

ンから年間18トンの処理量を割ると、単純計算では

ございますけれども、105年という形になってござい

ます。

○西銘純恵委員 10年ほど前に100年かかるという話

が何で延びているんでしょうか。もっとスピードアッ

プしないと駄目だと思うんですが、こんな遅れてい

る、予算も減っていると先ほどありましたけれども、

昨年度の処理実績、内容も含めてお尋ねします。ど

んな処理をしているんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 令和３年度の不発弾

処理実績につきましては、県全体で処理された不発

弾の総重量は13.3トンございまして、うち知事公室

所管の不発弾等処理事業で発見・処理された不発弾

の重量は0.8トンで、全体の約6.1％となってござい

ます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から、民間と公共のど

こに問題があるのかを聞きたいとの発言が

あった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

池原秀典防災危機管理課長。

○池原秀典防災危機管理課長 １つには、これが直

接的な原因かどうかというのはあろうかとは思うん

ですけれども、県内の新築棟数のうち、民間が行う

探査に対する補助が占める割合というのがございま

して、それについては沖縄県内の新築棟数は、国土

交通省が実施する建築着工統計調査によりますと、

令和３年度は5583棟、一方で住宅等の民間工事を対

象とした住宅等開発磁気探査支援事業の交付件数は

290件となっております。その割合が約5.2％という

ことになってございまして、こういった周知活動と

か、そういうのをさらにしっかりとやっていかなけ

ればならないと思っております。

○西銘純恵委員 公共でやっているのが411件で

12.6トンと、合計13.3トンのうち民間が本当に５％

しかやっていないと。不発弾は100年先までそのま

ま置いていたら爆発しなくなるというのはあるんで

すか。

○池原秀典防災危機管理課長 基本的には不発弾で

すので、やはり爆発するおそれというのはずっとあ

るのだろうと思っております。

○西銘純恵委員 民間住宅を新築するときに、磁気

探査そのものが5.2％しかないと。そこに建てたら

50年以上そのままあるわけですよね。そしたら将来

の50年以上先の皆さんが、ここを探査したのかどう

か分からないわけでしょう。もっと危険を先送りす

るということに私はなると思うんですよ。だから、

今建築をやるところには100％できる方法で予算も組

んでやるべきだと、その考えを持たないといけない

と私は思うんですけれど、どうでしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 若干繰り返しになる

部分もございますけれども、住宅等開発磁気探査支

援事業に係る周知活動につきましては、本事業の受

付窓口である市町村を対象とした説明会や広報用

リーフレットの作成及び各種団体への配布、新聞掲

載、広報誌の美ら島沖縄、広報番組のうまんちゅひ

ろば等による周知を行っております。引き続き広報

活動を積極的に行い、県民へ磁気探査に係る補助制

度を周知し、磁気探査実施件数を増やすことにつな

げることによって、不発弾の早期処理に努めてまい

ります。

○西銘純恵委員 住宅、アパート、マンションなど

の工事をお考えの皆さんへというパンフレット、皆

さんが出しているパンフレットなんですよね。そし

たら、ここは市町村の担当、みんな書いていますよ。
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でも、ここに住宅等開発磁気探査支援事業はありま

す。年度ごとの予算の範囲内で交付決定を行います

と書いてあるんですよ。

そして、次のページは予算の状況等により希望す

る時期に磁気探査ができない場合があります。事前

に必要書類を用意してください。確認が必要です。

結局は、補助金の交付決定まで不発弾探査は行え

ませんと書いてあるんですよ。民間の住宅建設する

皆さんは、やっぱりいつお家を建て替えするとか、

費用の借入れとか、そういう工面しなければならな

いのを持っていますよね。それで住宅をいつまでに

改築する、建築するとあるわけですよ。これを見て

いたらもう本当に予算の範囲内でとか、必要なとき

にできないというのが民間だと思うんです。国に対

して本当に沖縄は105年かかると言われるのであれ

ば、ちゃんと100％できるように、手続ももっとでき

るようにしないといけないと思うんですが、国に物

を言うときじゃないですか。

○嘉数登知事公室長 近年の処理量からすると、単

純に計算しても100年かかると。この不発弾について

は、国の責任においてやっぱり処理されるべきだと

いうことを県はずっと申し上げてきました。今、委

員がおっしゃっているように今の予算の配分、ある

いは我々の処理量からするとあと１世紀かかるとい

うようなことは、はっきりと言っていく必要がある

と思いますし、あわせて先ほど民間の住宅等開発磁

気探査支援事業において、なかなか低いという話が

ありましたけれども、今市町村を窓口にやっており

ますけれども、市町村以外にも、もっと民間の住宅

開発というんですか、そこの情報を早めに入手でき

るようなところ、例えば設計事務所ですとか、そう

いったところの協力を得ながら、そこは周知も徹底

も図っていきたいというふうに思っております。

○西銘純恵委員 最後に公安委員会にお尋ねします。

少女を守るべき警察、それも幹部があってはなら

ない児童買春をやって、本当に県民に衝撃を与えて

いるんですよ。本部長の見解をまず伺いたいと思い

ます。

○鎌谷陽之警察本部長 こうした犯罪というのは当

然ながら、誰もが犯してはならない犯罪ではありま

すけれども、県民を守るべき警察官、ましてや幹部

職員、組織を統率すべき者が行ったということにつ

きましては、やはり我々県警察組織全体として、ま

た職員一人一人、あるいはその幹部一人一人が重く

受け止めるべきものというふうに考えております。

現在、捜査を行っているところでありますけれど

も、その犯行の経緯であるとか、あるいは動機といっ

たことをしっかりと解明をいたしまして、組織とし

て至らざる部分がなかったかということについては、

しっかり考えて検討してまいりたいと思いますし、

そして二度とこうしたことを起こさないということ

で取り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。

○西銘純恵委員 二度とあってはならないと思うん

ですが、再発防止策は具体的に何か手だてというの

は、今の職員に対する話だけですか。具体的な再発

防止の手だてというのはあるんでしょうか。

○鎌谷陽之警察本部長 ちょっと繰り返しになって

しまうんですけれども、現在、まさしく事案の解明

を行っているところでございます。そういった中で、

やはり我々のその組織の管理の在り方であるとか、

人材の育成の在り方であるとか、そういったことに

ついてしっかりと改めてよく検討いたしまして、考

えてまいりたいというふうに思います。

○西銘純恵委員 知事公室に、１つはしょったのが

ありまして、基地関係業務費なんですが、米軍文書

で牧港補給地区の汚染が明らかになって、環境部が

翻訳者がいないと、嘱託なのでいないとか、基地対

策も嘱託職員がいないとかいるとか、そんな状況で

全く県民の不安に応えることができていないと私は

思うんですよ。ちゃんと翻訳をして基地に対して米

軍に対しても、早く調査申入れをするとか含めて翻

訳係というのか、沖縄県では通訳できる人を本採用

しなければ――正規で雇ってほしいと思うんですけ

れども、これは基地対策だけじゃなくて、総務部も

関係しているのかと思うので、よろしくお願いしま

す。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 牧港補給地区の汚

染についての報告書の翻訳に当たりましては、環境

分野の観点からの専門的な分析評価が必要になって

くるというふうに考えております。このため、その

翻訳に当たっては、専門的な知見を有する部署で行

うのが効率的ではないかというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

○西銘純恵委員 嘱託で職員がいなかったというこ

とがないように正規職員で定数に入れてほしい。

○嘉数登知事公室長 専門的な知見を有した方であ

れば、これは定数とか、定数外という話ではなくて、

業務を抱えている担当部署で一義的には確保すべき

だというふうに考えております。

○又吉清義委員長 渡久地修委員。
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○渡久地修委員 どうも御苦労さんです。

まず総務部、新年度予算の額と、その中で依存財

源と自主財源の割合についてお願いします。

○又吉信財政課長 令和５年度の当初予算について

は、8613億9500万円となっております。自主財源の

割合は40.5％、令和４年度と比較して1.3ポイントの

増となっております。これについてはコロナで膨ら

んだ県単融資事業のほうが、行ってこいという形で

年度当初に出して、年度末に返ってくるんですけれ

ども、ちょっとコロナで増えて影響が大きくなって

おりまして、これを除くと令和５年度は35.8％とい

うことでございます。

○渡久地修委員 僕は割合を聞いているのに、詳し

い中身までまだ聞いてないのに。部長、自主財源が

40％を超えるというのは初めてじゃないですか、ど

うですか。

○宮城力総務部長 予算ベースで初めてでございま

す。

○渡久地修委員 沖縄県が復帰して、沖縄県が発足

しての自主財源の推移、ちょっと大まかに教えてく

ださい。

○又吉信財政課長 復帰当時の昭和47年度が自主財

源の割合が9.3％、その後昭和59年に20.9％という形

で20％台になっております。その後平成19年度に

32.3％という形で30％を超えているというところで

ございます。

○渡久地修委員 沖縄は自主財源が少ないというこ

とでずっと指摘されてきたよね。今も少ないのは事

実だと思うんですよ。

しかし、初めて40％に行ったという点で、これに

ついてまだまだ少ないとは思うんだけれども、部長、

これについての所見をお聞かせください。

○宮城力総務部長 先ほど財政課長から話がありま

したとおり、40％を初めて超えたところではあるん

ですが、中小企業振興資金の貸付金の元金収入、こ

れの影響も大きいというところがございます。加え

て、自主財源と依存財源、特に依存財源である国庫

支出金が伸びる場合は、相対的に自主財源が減るわ

けです。相対的な関係にありますので、自主財源比

率というのもございますが、財政力指数、一定の行

政サービスを維持するにはどの程度の一般財源が必

要になるのか、この比率でいうと沖縄県は今従前は

30％ちょっとだったのが、少しずつ伸びていって、

今三十七、八まで来ているところでございます。九

州平均が0.4、今0.378ぐらいまで来ています。九州

平均が0.4ぐらい、全国平均が0.5。

これに追いつくために、税収を増やしていって財

政力を、基盤を強化していく取組、この財政力指数

の動向も注視しているところでございます。

○渡久地修委員 いずれにしても、自主財源が今40％

行っているのも１つの数字なんだよね。今言ったの

もあるので、それで40％というとても喜べる数字で

はまだまだないわけよね。だから早めに、まずは50％

を超える、部長が言うような沖縄の力をつけていく

という点で、21世紀ビジョンもいろいろ見たんだけ

れど、所得とかそういったのはあるけれども、県の

財政力とか、その辺のものをどうしていくのかとい

う点で、今後の展望についてちょっとお聞かせくだ

さい。

○宮城力総務部長 21世紀ビジョン基本計画にあっ

ては、強い沖縄経済をつくっていくというところも

柱の中に１つあります。つまり税源の涵養を図って

いく。それで税収が増えていって財政力が強くなっ

ていく。財政力指数という話を先ほど申し上げまし

たけれど、都道府県で１を超えるのは東京都しかご

ざいません。これを１に近づけていくための取組を、

この21世紀ビジョン基本計画、実施計画を通して全

庁的に行って、財政基盤も強化していくということ

になります。

○渡久地修委員 次に新規の歳入予算で、今沖縄振

興予算以外、いわゆる各省庁予算の新規獲得で皆さ

ん今度、成果があったということなんですけれど、

これについてお願いします。

○又吉信財政課長 当初予算においては、各省計上

予算を活用しまして、新規で約6.2億円、23事業を計

上したところでございます。

○渡久地修委員 この23事業、６億と言った、これ

は幾つの省庁ですか。

○又吉信財政課長 内閣府、総務省、法務省、文部

科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国

土交通省、環境省の９省庁でございます。

○渡久地修委員 今、９省庁で６億円と言っていた

けれど、私は８年前の2015年３月の本会議で、振興

予算を減らされている中で、各省庁の予算獲得をもっ

と研究すべきだということも質問したことがあるん

だよね。新規で獲得してきたというのは、私は額と

してはまだまだ少ないと思うんだけれど、とても評

価しているんですよ。それで新規の各省予算、今タ

ブレットに示した皆さんの重要施策、推進施策の中

で掲げたもの、これを挙げてもらえますか。

○又吉信財政課長 まず、重要施策のところの「県

民のいのちと暮らしを守る」というところのほうで
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あります、感染症研究センター事業費が新規でござ

います。それと、「子どもは沖縄の未来」のところで

特定妊産婦等支援臨時特例事業、これが新規でござ

います。その２つ下のヤングケアラー支援体制強化

事業は拡充となっているんですけれども、人材育成

の事業だったところに、コーディネーターを配置し

たり、ピアサポート体制の構築、オンラインサロン

の設置という形で、取組内容を拡充したというとこ

ろでございます。真ん中の上のほう、「限りない沖縄

の可能性を未来へ」の部分では、スタートアップ創

業支援事業、これが各省計上予算でございます。

Ⅱの推進施策のところの、「新時代沖縄の到来－経

済分野」のところではグリーンな園芸農業栽培体系

の転換サポート事業。右側に行きまして、「沖縄らし

い優しい社会の構築－生活分野」のところでは、認

可外保育施設保育士資格取得支援事業、その２つ下

の沖縄県歯科口腔保健支援センター運営事業、下の

ほうから５番目ぐらいにありますＥＶバス導入促進

に関する経費。それから、その２つ下にありますス

ポーツ振興事業費、これは高体連とか中体連とかに

補助金を出しているんですけれども、その事業の中

で部活動の地域移行に向けたコーディネーターを設

置するという部分が新規という形で計上しておりま

す。その下の教員業務支援員配置事業、ここについ

ては今まで義務教育、小中だけにいたスクールサポー

トスタッフ、これを県立高校のほうにも置くという

ことで、この県立部分のほうを拡充したというとこ

ろでございます。一番下にあります公立学校教職員

メンタルヘルス事業、これも文科省のモデル事業。

文科省は小中、義務だけなんですけれども、沖縄県

においては高校についても調査するという形で、高

校分も含めて計上しているところです。

以上です。

○渡久地修委員 これはいわゆる一括交付金事業と

かそういったものでもなくて、いわゆる内閣府計上

の沖縄振興予算以外の各省庁予算ですよね。これの

補助率というのは、大体どんな割合になっているの。

○又吉信財政課長 モデル事業とかであれば10分の

10ではあるんですけれども、普通の補助金であれば

３分の１というものもあります。全体的に見ると

6.2億円のうち3.3億円が国庫ですので、50％強が

国庫、2.9億円が一般財源というところでございま

す。

○渡久地修委員 部長、これまだ額は６億円で、ま

だまだ僕はもっと取ってきてほしいと思うんだけれ

ど。今回、このような９省庁23事業、皆さんが頑張っ

てきたというのは、どのような努力をされたのかと

いうのをまず聞かせてください。

○宮城力総務部長 一括交付金が減額になって、特

にハード交付金について状況が非常に厳しいという

声を市町村長の皆さんからたくさんいただいたとこ

ろです。あわせて県債の活用、他省庁の補助金も活

用すべきじゃないかという声を多数いただいたとこ

ろ。

そこで県としましては、副知事を筆頭とする公共

事業等推進調整会議なるものを立ち上げて、土木、

農林、総務部、企画部、教育庁も合わせて、省庁の

補助金の掘り起こし、それから有利な県債の活用に

ついて情報共有して、編成に臨んだところでござい

ます。その結果が、先ほど申し上げた23事業6.3億円

というところでございます。

○渡久地修委員 やっぱり各省庁の予算というのは

まだまだあると思うんですよ。僕はプロジェクトチー

ムをつくったらどうかと提案しようと思ったら、も

う既にできているということでいいんですか。

○宮城力総務部長 先ほどの調整会議にあっては、

副知事、各部局長が構成になるんですが、その下に

幹事会、担当者会議というのも既に設置しておりま

して、事務レベルで今調整をできる体制は整ってい

るというところでございます。

○渡久地修委員 私、聞き取りがあったときに、各

省庁にどれぐらいの補助メニューとかがあるんです

かと、総務部の財政課で全部件数とか把握していま

すかと言ったら資料が出てこなかったのよ。それは

しっかり把握して文部科学省なら文部科学省、どれ

ぐらいのメニューがあるとかというものを、しっか

りと全部把握する必要あると思うんですがいかがで

すか。

○宮城力総務部長 補助金、それから負担金、交付

金等多々ございますが、県だけが補助事業者ではな

くて市町村であったり、あるいは民間事業者だった

り、独立行政法人であったり、非常に幅広いのが１点

と、もう既にいただいている補助金も多数ございま

す。生活保護とかいわゆる社会保障関係経費の補助

金。それらを含めると数十兆円の規模になりますの

で、この数を数えるというのはなかなか現実的では

ないなというのが正直なところでございます。

○渡久地修委員 沖縄はとにかく今財政上、まだま

だ基盤も弱いわけだし、そういう活用できる各省庁

の予算獲得できるものはもう獲得すると。ほかの都

道府県以上にもっとがめつくというのか、しっかり

やって研究もしてやらないと駄目だと思うので、そ
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こはしっかりこれからもやってください。いかがで

すか。

○宮城力総務部長 今回令和５年度で各省計上予算、

それから財政上有利な県債の活用というのを積極的

に行ってきたところですが、これは引き続き不断の

取組として行っていきたいと思います。

○渡久地修委員 頑張ってください。

知事公室、この内訳書の32ページの負担金だけれ

ど、南海トラフという地震のことが、南海トラフと

いうことで内訳書にあるわけよね。これは南海トラ

フ地震が沖縄にどれだけ影響を与えるかということ

で計上していると思うんですけれど、それについて

どんな被害想定をやっているんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 内閣府が令和元年

６月に公表いたしました南海トラフ巨大地震の被害

想定によれば、県内の被害に関しては死者数は20人、

建物全壊が90棟の被害が想定されております。

○渡久地修委員 沖縄県が今対応すべき、想定する

最大の地震というのは南海トラフということですか。

○池原秀典防災危機管理課長 沖縄県につきまして

は、地域防災計画にもあるんですけれども、平成25年

度沖縄県地震被害想定調査によると、沖縄県におけ

る最大の被害想定といたしまして、沖縄本島南東沖

地震３連動による地震の死者数が約１万1000人、建

物全壊が約５万8000棟となっております。

県といたしましては、引き続き関係機関と連携し

ながら、沖縄県総合防災訓練を見直し、より実践的

な内容とするなど、防災対策の充実強化に取り組ん

でまいりたいと考えております。

○渡久地修委員 沖縄県が今しっかり対応すべきも

のは、沖縄本島南東沖地震３連動という地震という

ことですか。

○池原秀典防災危機管理課長 すみません、ほかに

も八重山の３連動とかはございます。そういった中

で大規模災害、地震であったりとか、津波であった

りとか、そういう大規模地震、津波災害に対応でき

るようなしっかりとしたハード面及びソフト面から、

この地震等対策を進める必要があると考えておりま

す。

○渡久地修委員 沖縄県の過去の地震について

ちょっと教えてください。

○池原秀典防災危機管理課長 今から250年前、八重

山のほうで明和の大津波がございました。そういっ

た大規模災害に対応できるような、しっかりとした

ハード面、ソフト面の対策が必要になってくるかと

考えております。

○渡久地修委員 僕が聞いたのは、過去に起こった

地震の震度とか教えてと言ったの。

○池原秀典防災危機管理課長 直近では、例えば

2011年の東日本大震災がマグニチュード9.0というこ

とであります。沖縄では、例えば1771年に八重山地

震津波がマグニチュード7.4。ただ明和の大津波は、

マグニチュード不明になってございます。それとあ

と1938年の宮古島北方沖地震津波がマグニチュード

7.2。2001年の与那国島近海津波がマグニチュード

7.3。2002年の石垣島南方沖津波がマグニチュード

7.0と、そういったところでございます。

○渡久地修委員 何で今回この質問をしたかという

と、予算書の中に南海トラフという名前がちゃんと

あるわけよ。ところが、そこに行ったら、沖縄での

近海の起こる地震については固有名詞も何も書かれ

ていないわけ。それでもう一回聞くけれど、皆さん

の資料にある沖縄本島南東沖地震３連動というのが、

一番大きい地震という想定があるんだけれど、それ

で建物被害、特に人的被害の死者数は――この建物、

土砂、津波とか、そういったので具体的にもう一回

教えてください。

○池原秀典防災危機管理課長 繰り返しになります

が、沖縄本島南東沖地震３連動による地震の死者数

が約１万1000人、建物全壊が約５万8000棟となって

おります。

○渡久地修委員 死者数の内訳を教えて。

○池原秀典防災危機管理課長 建物倒壊による死者

数が248人、土砂災害による死者数が28人、津波によ

る死者数が１万1109人、地震火災による死者数が

13人、ブロック塀倒壊による死者数が33人となって

おります。

○渡久地修委員 この沖縄本島南東沖地震３連動と

いうのがあるんだけれど、今南海トラフ地震、それ

から東海沖地震、首都直下型地震とかということで、

国民の間では共有を結構されている、認識されてい

ると思うわけ、沖縄でも。

ところが、沖縄でこの沖縄本島南東沖地震３連動

という物すごい大きな被害が起きるということが、

沖縄で県庁を含めて共有されていますかということ

を、僕は今問いたいわけよ。これが本当にこの書類

だけじゃなくて、実際にそういうことを認識して対

策を取ろうとしていますかということを聞きたいん

だけれど、公室長どうですか。

○嘉数登知事公室長 先ほど担当課長からも答弁さ

せていただきましたけれども、この沖縄本島南東沖

地震３連動、これに伴う死者数が約１万1000人。そ
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の内訳を見ていくと、やはり津波による死者という

のがもうほぼ占めているという状況がありますので、

そこは周知はどうかという話だったんですけれども、

我々は、そういった地震ですとか津波を想定した各

種訓練というものを実施しておりますので、そういっ

た訓練を通じて、県民に対しても広く周知を図って

いきたいというふうに考えております。

○渡久地修委員 ちなみに、沖縄本島南東沖地震３連

動とあるんだけれど、あと４つ、ちょっと名前を教

えてください。

○池原秀典防災危機管理課長 石垣島東方沖地震、

ほか石垣島北方沖地震、久米島北方沖地震、沖縄本

島北西沖地震などです。

○渡久地修委員 それと、この南東沖地震３連動、

５つの大きな地震が起こりますよということは、皆

さんのこの想定調査ではやっているわけよね。

ところが、これが予算書にはこの名前というもの

は表れてこない。そういう意味では、県民に対して

共有するということの、やっぱりやり方が足りない

んじゃないのと。もっと、南海沖トラフ地震とかと

いうのはもう何度も何度も言われているから、みん

な認識するわけよ。それが足りないんじゃないです

かと。

だから、予算書でも明確にして、全ての分野でこ

こは明らかにしないと、沖縄は地震はあまり起こら

ないところだというのが県民の、僕は結構みんな思っ

ているんじゃないかなと思うんだけれど、その辺は

いかがですか。

○池原秀典防災危機管理課長 おっしゃるとおり、

周知等々にはちょっと課題があるのかなと感じてお

ります。今年度、割かし実践的な訓練をやってきた

ところであるんですけれども、こういった部分につ

いて、ホームページでの広報とか、あと記者会見で

の発表とか、そういうのをしっかりやっていく必要

があるのかなというふうにちょっと考えております。

○渡久地修委員 僕はこの沖縄本島南東沖地震３連

動とか、こういったものが、県民みんながこの言葉

を聞いてすぐ分かる。そして、すぐ共有できるよう

なところまで持っていかないと駄目だと思うのよ。

だから、そういうふうに予算書の書き方とかを含め

て、ちょっと検討していただきたいんですが、公室

長、いかがですか。

○嘉数登知事公室長 御指摘ありがとうございます。

県民への周知ということがございました。県庁内

の文書において、予算書を含めてできるだけ詳細に

記載して、広く周知していきたいというふうに思っ

ております。

○渡久地修委員 最後に、地位協定のこと午前中も

あったけれど、これ報告書はしっかりと作成して、

やっぱりこれは全国民、全県民で共有すべきだと思

いますがいかがですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 他国の地位協定調

査の総括についての御質問にお答えいたします。令

和５年度には、これまで韓国調査を含めた他国地位

協定調査の結果を踏まえたシンポジウムを開催する

こととしております。このシンポジウムにおきまし

ても、有益な意見等が示されるものと期待をしてお

ります。こうした意見等を含め、これまでの他国地

位協定調査を一旦総括して、地位協定の見直しに関

する国民的な議論喚起に資する資料を取りまとめる

ことについてぜひ検討をしていきたいというふうに

考えております。

○又吉清義委員長 答弁の訂正があります。先ほど

西銘委員の質疑に対する答弁で、行政管理課長から

答弁を追加したいとの申出がありますので発言を許

します。

○嘉数広樹行政管理課長 先ほどの西銘純恵委員の

基地関係業務費のうち、環境部でも通訳係を配置し

ていただきたいというような御質問がございました。

実は、この通訳・翻訳専門員については、既に令和

４年度にも配置されておりまして、次年度も配置予

定となっています。ただ、現在配置はしているもの

の採用ができていないという事情がございます。追

加して報告させていただきます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後３時31分休憩

午後３時50分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 よろしくお願いします。

まず、知事公室のほうの積算内訳書総括表のほう

で質問したいと思います。前年度と比較して増減が

大きいものについてちょっと質問しますが、まず秘

書業務費、前年度比でマイナス１億1000万円余りの

減となっていますが、主な要因について伺います。

○比嘉奈緒子秘書課長 秘書業務費についてお答え

いたします。秘書業務費につきましては、令和５年

度が6192万3000円となっておりまして、対前年度比

で１億1430万8000円、64.9％の減というふうになっ

ております。減となった主な理由ですけれども、令

和４年度に開催いたしました復帰50周年記念式典に

係る経費１億353万5000円について、事業の終了によ
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り全て減額となったことによるものでございます。

以上です。

○國仲昌二委員 それでは次、基地関係業務費。こ

れも1500万円程度、43.9％、これは増になっていま

すね。この増の主な要因について伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 基地関係業務費の

主な増額の理由は、５年に１度発刊をしております

資料集、沖縄の米軍基地Ａ４判の約500ページ余りの

結構分厚い資料でありますけれども、この資料の作

成経費５年に１度発行している関係で、令和５年度

予算はかなり増額になっているということでござい

ます。

○國仲昌二委員 これはどういった内容の冊子にな

りますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 沖縄にあります米

軍基地の基地ごとの概要でありますとか、それから、

そこに駐留する米軍の部隊の名称、それから管理す

る部隊名、使用目的等々について、これまでの復帰

後の米軍基地問題等々も交えて、網羅的に記載をし

た資料集になっております。

○國仲昌二委員 これ部数はどれぐらい。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 何部発行するかと

いうのは、資料としては取りまとめておりますけれ

ども、今手元に持ち合わせておりませんので、後ほ

ど提出をさせていただきたいと思います。

○國仲昌二委員 総括表に戻りまして防災対策費、

これも47.5％の増となって、2700万円程度の増となっ

ていますけれども、これについても説明をお願いし

ます。

○池原秀典防災危機管理課長 予算が増額となって

いる主な理由といたしましては、同事項中の防災シ

ステム運営事業費における委託料が2552万6000円増

加したことによるものです。委託料の内容につきま

しては、沖縄県防災情報システムに対する２件の改

修を行うための経費であり、詳しくは河川情報シス

テムからデータを受領し、専用の形式へ変更した上

で気象台へデータ送信を行う機能を追加する経費が

2091万8000円で、河川情報システムの情報を県民へ

発信するウェブサイトが旧防災情報システムサー

バーを利用して構築されていることから、現行の防

災情報システムサーバーへの受入環境を整備する経

費460万8000円となってございます。

○國仲昌二委員 これは新規事業なんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 事業としてはもとも

と、防災システム運営事業費というのがございます

ので、ある意味、箇所新規みたいなところでござい

ます。

○國仲昌二委員 また総括表のほうに戻りまして、

消防指導費のほうが、これもかなり増えていまして、

１億3800万円余り増になっています。これについて

もお願いします。

○池原秀典防災危機管理課長 予算が増額となって

いる主な理由といたしましては、同事項中の消防防

災ヘリコプター整備推進事業における委託料が１億

5613万円増加したことによるものであります。委託

料の内容としましては、ヘリ基地となる沖縄県消防

防災航空センター（仮称）の整備に向けた基本設計、

実施設計と、ヘリポート設置許可申請支援業務、ヘ

リコプターテレビ電送システムの地上中継設備の実

施設計、消防防災ヘリコプター導入推進協議会やワー

キンググループの運営支援となっております。

○國仲昌二委員 消防防災ヘリについては先ほどか

らも質問があって、令和７年度末に供用開始という

ことなんですけれども、今年度の委託事業、それか

ら、令和７年度末の供用開始に向けての今後のスケ

ジュール、大まかでいいですので、教えていただけ

ますか。

○池原秀典防災危機管理課長 沖縄県では、多くの

離島を抱える本県の消防力のさらなる強化と市町村

消防の支援を図るため、令和５年度は沖縄県消防防

災航空センター（仮称）の基本及び実施設計と、ヘ

リコプター機体の発注に要する経費を当初予算（案）

に計上するとともに、令和６年度はヘリコプター基

地の工事着手、令和７年度には納入された実機によ

る隊員訓練を行い、年度内の運用開始を目標に取り

組んでおります。なお、事業費につきましては、機

体整備に約21億円、ヘリコプター基地整備に約12億

円、機体や施設の維持管理、運航委託、人件費等の

運用費用は年間約3.1億円かかると見込んでおりま

す。

以上です。

○國仲昌二委員 先ほども組織についての質問が

あったんですけれども、今の段階でどの程度、市町

村との合意というんですか、協議はどの程度まで進

展しているんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 県では、県及び41市

町村で構成する沖縄県消防防災ヘリコプター導入推

進協議会を令和３年８月に設立し、これまで協議を

行ってきているところでございます。同協議会内に

設置したワーキンググループで協議した基地整備場

所、機体の使用、人員派遣費用と県への要望の４つ

の議案について、令和４年11月開催の同協議会で可
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決し、現在41市町村の首長へ可決議案に係る承認を

依頼しているところでございます。これにつきまし

ては、今現在39市町村から承認が得られている状況

でございます。

○國仲昌二委員 41市町村から職員派遣されるんで

すか。

○池原秀典防災危機管理課長 基本的には41市町村

ではなくて、消防本部のある組合消防とか、そういっ

たところから派遣されることとなります。

○國仲昌二委員 分かりました。地域外交室、これ

一般質問でもやったんですけれども答弁を聞いてい

ますと、令和５年度で地域外交の基本方針を策定す

るというようなことでありますけれども、令和５年

度で基本方針を策定した後、どういったイメージで

この地域外交基本方針を実践していくのですか、分

かりやすいようなイメージでもって説明していただ

けますか。

○武村幹夫特命推進課長 次年度、新たに設置いた

します地域外交室におきましては、文化観光スポー

ツ部、商工労働部、子ども生活福祉部など関係部局

で進めている国際交流、協力に関する取組を部局横

断的に統括し、県独自の地域外交を重層的、戦略的

に展開する方向で検討してまいりたいと考えており

ます。

次年度に策定いたします沖縄県地域外交基本方針

（仮称）の中で、令和６年度以降の庁内の推進体制

の在り方についても検討してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

次は、総務部のほう、同じく積算内訳書でよろし

いですか。これも増減が大きい項目について質問し

たいと思います。

まず、災害補償事務費のほう、これは90％の減と

なっていますけれども説明をお願いします。

○島尻和美職員厚生課長 災害補償事務費は、沖縄

県公務災害補償等認定委員会の委員への報酬や非常

勤職員等の公務上の災害及び通勤災害に対する補償

などを行う事業となっております。補償の内容とい

たしましては、治療費に充てる療養補償や一定の障

害が残ったときの障害補償等がございます。当初予

算の計上に当たっては、原則として、療養補償は過

去の実績による平均値で算出し、障害補償は被災職

員からの請求状況に応じて計上しております。

令和４年度は障害補償の請求を受け予算計上を行

いましたが、令和５年度は請求がないことから計上

を行っておらず、前年度当初予算額より885万4000円

の減となっております。

以上でございます。

○國仲昌二委員 次、文書管理費。文書管理費も

2800万円程度の増となっております、26％程度です

か。これについても説明をお願いします。

○山内昌満総務私学課長 文書管理費につきまして

は、事業として文書管理事務、印刷事務及び文書管

理システム運営に関する経費の総額で計上しており

ます。増減に関連しまして、現在の文書管理システ

ムのソフトウエア及びサーバー機器が令和６年度末

で契約満了を迎えるという状況にありまして、その

準備行為関連の委託料の増額分であります。具体的

には、ＤＸ推進の取組として、電子決裁導入を踏ま

えた委託料の名称が文書管理システム再構築に係る

検討支援業務、この委託料の増額によるものであり

ます。

○國仲昌二委員 積算内訳書の中身を見ると、新文

書管理システム調達支援業務委託というのがあるん

ですけれども、システム自体が新しく変わる話なん

ですか。

○山内昌満総務私学課長 現在のシステムの契約期

間がソフトウエアとサーバーの機器、システムその

ものの契約が令和６年度末までとなっていますので、

認識としましては、令和７年度からは、また次の文

書管理システムの稼働が必要という状況であります。

○國仲昌二委員 この新システムですけれども、従

来のものとバージョンアップといいますか、そういっ

た大きな変更点というのはどういったのがあります

か。

○山内昌満総務私学課長 現行システム、間もなく

10年を迎える状況なんですけれど、その間にもＤＸ

の推進の取組の課題等が出てきていたり、やはり新

型コロナの影響の関係で、県庁でもテレワークにな

りますと自宅のほうで文書管理システムの操作がで

きるようにならないといけないかとか、また一般的

にペーパーレスを図るという状況の中で電子決裁の

導入ですとか、そういう現システムが稼働後の行政

に対する需要ですとか、社会情勢に応じたシステム

になるように、次のシステムをどうするかというの

を検討する必要がありまして、それで今回、次年度

は委託料を組んで再構築に係る検討について、事業

としてやっていきたいという趣旨で計上しておりま

す。

○國仲昌二委員 それでは、また総括表に戻りまし

て、公有財産管理費の10億円という大きい増になっ
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ているんですけれども、これについての説明をお願

いします。

○池原勝利管財課長 公有財産管理費は、公有財産

の維持管理費、運営に要する経費となっております。

前年度と比較して約33％の増となっている主な要因

でございますが、公共施設マネジメント推進事業に

おいて、事業要望や脱炭素化推進事業の創設などを

踏まえて、工事請負費が９億880万5000円の増となっ

たことが主な要因となっております。

○國仲昌二委員 この公共施設マネジメント推進事

業なんですけれども、これは年度ごとに更新してい

くことになりますか。

○池原勝利管財課長 この事業につきましては大き

く２つございまして、１つは技術職がいない施設に

おいて、予防保全の大規模改修をスムーズに行うと

いうことで大規模改修事業を行っております。これ

につきましては、設計を行って事業を行うというこ

とになりますが、２年になるところもございます。

もう一つ、緊急的な修繕や、今回は脱炭素化事業

等も行っておりますが、そういう事業につきまして

は、各部局等からそういう要望を順位づけとか行い

ましてやっておりますが、それについては単年度で

終了するような事業とか、あと、どうしてもやっぱ

り事業が延びて２年の繰越事業になっているという

事業もございます。

以上です。

○國仲昌二委員 先ほども同じマネジメント事業の

答弁で、来年度、手をつけるという施設の名前も出

ていましたけれども、こういった工事箇所というん

ですか、そういったのはどういうふうにやって絞っ

ていくんですか。

○池原勝利管財課長 まず、大規模改修事業につき

ましては、先ほど申し上げましたが、技術職がいな

い施設につきまして、大規模改修があるのかについ

てはニーズ調査を行っております。その中で、改修

や改善の内容、また個別施設計画の位置づけや、劣

化等をヒアリング等を行いまして、今回事業内容と

しては10施設を行うこととしております。

次に、緊急修繕等の選定でございますが、ここに

ついては各部局において個別施設計画の位置づけや

劣化度、施設用途に応じた県民の利便性などを考慮

して優先順位が高い施設リストを作成するとともに、

総務は管財課でございますが、ヒアリング等を行っ

て対象施設を選定しているところでございます。

○國仲昌二委員 分かりました。

次、行きます。次は庁舎公舎管理費、これも６億

円近い増があります。説明をお願いします。

○池原勝利管財課長 庁舎公舎管理費は本庁舎や北

部・中部合同庁舎などの維持管理に要する経費と

なっております。令和５年度予算は約18億2300万円

で、前年度比47.5％、額にしまして約５億9000万円

の増となっておりますが、増加した主な理由としま

しては防災危機管理センター（仮称）でございます

が、整備事業で５億1000万円増加したことが主な要

因となっております。

○國仲昌二委員 防災危機管理センターの進捗状況

は、今どういった現状ですか。

○池原勝利管財課長 防災危機管理センターにつき

ましては、令和２年度に基本計画を、令和３年度に

基本設計を行いまして、今年度は工事着手のための

実施設計を行っております。これにつきまして今那

覇市のほうで、許可が下りたところで次年度以降工

事を着手しまして、令和７年度中の供用開始に向け

て取り組んでいるところでございます。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

それでは公債管理特別会計についてちょっと質問

したいんですけれども、公債費は減になると思って

いたら増になっていて、それがどうもこの借換債の

ほうがあるということなんですけれども、借換債に

ついてのちょっと説明をお願いできますか。

○又吉信財政課長 借換債というのは、銀行等から

借りる場合に、例えば通常の公共施設であれば20年

とかで借りるんですけれども、交渉によって10年後

に借り換える前提で、10年間で半分返して、10年後

に残り半分を借り換えるということがあります。そ

ういうふうな形で、その最終年度ではないんですけ

れども、契約上、今回全額借り換えることになりま

すというようなものが借換債でございます。

令和５年度の当初予算においては借換債を215億

円、前年度が132億円でしたので、83億円の増という

ところでございます。

○國仲昌二委員 これは事業数というんですか、ど

れぐらいの起債の件数がありますか。

○又吉信財政課長 例えば道路事業とか、庁舎建設

とか、いろんな事業があって、各年度ちょっと事業

数がばらばらでございます。さらに、銀行から借り

換えるに当たっては、なるべく事務を減らしたいと

いう形で１個１個の事業ではなくて、幾つかの事業

をまとめて何億という形でロットを大きくした形で

証書を作ったりするものですから、事業数とか契約

者数については、今ちょっと手元にないような状況

でございます。



－143－

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

次、公安の総括表の積算内訳のほうで、ちょっと

質問しますけれども、増減を見ると警察施設費、目

のほうでかなり大きい額が増になっています。これ

についての説明をお願いします。

○中根繁会計課長 警察施設費が増になっている理

由につきましては、宜野湾警察署の建設費が建設工

事の２か年目を迎えるということで、13億7362万

5000円を計上しているという形になっております。

以上です。

○國仲昌二委員 財源内訳ですけれども、13億円に

対しての国庫支出金が約３億円ということで、かな

り低いなと感じるんですけれど、この辺はどういう

性格の支出金ですか。

○中根繁会計課長 宜野湾警察署の工事請負費につ

いてですが、警察署を建設する際の国の補助につき

ましては、国の示す補助基準面積に補助単価を乗じ

て算出した額の10分の５が補助されているという形

になっておりますので、予算で計上している実際の

工事価格に対する補助割ではないことから、国庫支

出金の割合が少ないという形でございます。

○國仲昌二委員 あと、財源内訳でその他特財が入っ

ているんですけれども、これはどういった特財にな

りますか。

○中根繁会計課長 特定財源につきましては、県有

施設の整備基金に充てるために設置された、県有施

設整備基金繰入金という形になっております。

○國仲昌二委員 同じく総括表のほうで、（目）刑事

警察費、これは前年度比で約１億3000万円ぐらいの

マイナスになっているんですけれども28％ぐらいで

すか。これについての説明をお願いします。

○中根繁会計課長 （目）刑事警察費につきまして

は、主に犯罪捜査や犯罪抑止に要する経費を計上し

ているところでございます。そのうち、（事項）犯罪

鑑識費については1879万2000円、（事項）生活安全活

動費については4781万1000円、暴力団対策費につい

ては1558万8000円のそれぞれ減となっておりまして、

これの主な理由につきましては、それぞれ事業ごと

に計上しておりました警察情報管理システムの経費

につきまして、一元的かつ合理的に管理するために、

（目）警察本部費の（事項）情報管理費に移行した

ものでございます。

また、（事項）保安警察活動費については326万

6000円が減額となっているんですけれども、これに

つきましては、令和４年度に計上しておりました備

品購入費について、その整備が完了したことによる

減という形になっております。

以上です。

○國仲昌二委員 減になったというんじゃなくて予

算を一元化して、減った分は警察管理費のほうに移っ

ているということですね。分かりました。

私の質問は以上で終わります。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 大変申し訳ありま

せん。

先ほど國仲委員のほうから、沖縄の米軍基地の資

料集についての配布の部数についての質問がありま

したけれども、資料を確認しましたら県内各市町村

や報道機関等の県内向け、それから各都道府県、国

の機関、各都道府県立の図書館等の県外の機関、合

わせて約2500部を作成する予定にしております。

以上でございます。

○又吉清義委員長 よろしいですか。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 消防防災ヘリの整備推進事業の中

で、パイロットは委託するということでありました

けれど、将来的にもパイロットを養成するというこ

とは考えていないの。

○池原秀典防災危機管理課長 操縦士の確保につき

ましては、県が職員を採用し育成する自主運航と、

操縦士を含む運航スタッフを委託で確保する方法が

ございます。平成29年度の調査検討報告書では、自

主運航の場合、職員として、操縦士や整備士を安定

的に確保していくことの困難性や養成するための費

用負担も大きいことから、民間への委託が現実的で

ある旨の報告がなされております。他県では、高知

県が操縦士の早期退職が続き運航に支障が生じたこ

とにより、自主運航から委託運航に切り替えた事例

があり、現在では道県が運航する39団体のうち、自

主運航としているのは長野県のみとなっております。

県としては、他県事例等を踏まえ、運休すること

なく消防防災ヘリを安定的に運航するには、委託運

航が望ましいと考えております。

○平良昭一委員 委託するほうが利便性があるとい

うようなことは分かるんですけれど、沖縄県の消防

防災ヘリは救助、救急を想定しているような感じが

するんですけれど、実際火災のときの出動も可能な

の。

○池原秀典防災危機管理課長 例えば、去年であり

ますと座間味火災であるとか、今年も火災がありま

したけれども、そういった際に、消防防災ヘリがあ

れば、活動できる場面があったのかなというふうに

考えております。
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○平良昭一委員 先月、伊是名の屋那覇島ですか、

火災があって地元でバケツリレーして消したという

話なんだよな。だから、火災のときにも出動できる

というのは大きな利点があるんだけれど、であれば

火災に詳しい消防職員がパイロットのほうが僕はい

いんじゃないかなというふうな考え方もあって、将

来的に育成する必要もあるんじゃないかという論点

になっているわけさ。実際、救急以外で、当然消火

活動という――現在の予定しているヘリはできるん

だよな。

○池原秀典防災危機管理課長 この消防防災ヘリに

は、消防から来ていただく予定なんですけれども、

来ていただいた隊員が搭乗して、当然消火活動とか

やることになります。

○平良昭一委員 よく基地で演習して、米軍のヘリ

が貯水池から水をくんでやっているのを見るんです

よ。だから、そういう観点からすると、やっぱり消

火活動に十分に機能できるようなヘリでなければい

けないと思うんですよ。そこができるようなヘリな

のと言っているんです。

○池原秀典防災危機管理課長 基本的には、ちゃん

と消火活動できるようなヘリを想定しております。

○平良昭一委員 分かりました。

やっぱり救助、救急が中心になるかもしれません

けれど、実際現場の方々の話を聞くと、大宜味村の

ター滝というのがありますよね。去年の８月に、ま

た１人観光客が亡くなりましたけれど。何度も何度

も事故が起きて、死亡者が出てるわけですよ。地域

の消防長の話を聞いたんですけれど、やっぱり駐車

場にヘリポートが必要だろうということも考えてい

るらしい。行政側に要請しているらしいんですよ、

大宜味村側に。消防防災ヘリを配備するのであれば、

そういう観光地はいざというときに、これまでの実

績といったらおかしいですけれど、何名も死亡事故

が起きてるような状況のところというのは、この辺

も県は把握しながら、整備する必要があるんじゃな

いかなと思いますけれど、どうですか。

○池原秀典防災危機管理課長 基地の整備に関して

は一応、中城村にあります沖縄県消防学校、おとと

しの令和３年から協議会の中のワーキンググループ

の中で意見交換しながら、この消防学校がいいので

はないかというところで提案、議案として上げさせ

ていただいて、去年の11月に協議会の中では、41市

町村の課長級で構成されてはいるんですけれども、

その中では一応可決されたというところでございま

す。今現在、41市町村の首長の承認を取ろうという

ところでございます。

○平良昭一委員 ちょっと部局外になるかもしれな

いけれど、このサステナブルツーリズム推進事業と

いうのが文化観光スポーツ部にあると思うんですけ

れど、こういうものと連携しながら、やっぱり観光

地として守っていかないといけないところ、死亡し

たら困るということの中での防災ヘリでありますの

で、その辺は何度もこういう事件・事故が起きてい

るところは、連携してやるべきだというふうに私は

理解するんですけれど、その辺どうですか。

○嘉数登知事公室長 先ほどの委員の質問の趣旨は、

沖縄でもどの場所で事故が実際に起こっているかと

いうような統計を活用しながら、対策を取ったほう

がいいんじゃないかということだと理解しておりま

す。実際データはありますので、何も沖縄だから海

難事故だけではなくて、ヤンバルに行きますとやっ

ぱり山岳の事故もありますし、山林の火災というの

も実際に起きました。そういった統計データも活用

しながら、訓練を特にしっかりと行ってまいりたい

と考えております。

○平良昭一委員 この辺は統計がちゃんとあるので

あれば、横の連携も取りながら対処していただきた

いなと思っています。

次に、公安委員会の一般質問の中でもやりました

けれど、名護警察署の新庁舎の建設の件であります

けれど、大北地区への移転だということで、その隣、

現在の運転免許センター北部支所も老朽化している

ということで、それも付随して移転をする方向がい

いんじゃないかというふうに僕は提言したんですけ

れど、実際その辺どういう考え方になったかな。

○中根繁会計課長 名護警察署につきましては、先

般お答えさせていただいたとおりなんですが、施設

の老朽化が著しく、また耐震性についても十分では

ないことから、名護市大北への移転を計画している

ところでありまして、同時期に建てられました北部

支所につきましても、築42年を経過して老朽化が著

しい状況であります。

しかしながら、長寿命化を図るために平成30年に

外壁改修を行って、耐震性を確保している状況であ

ります。

一方で、給排水や空調、その他建具等の修繕が必

要であるほか、県民サービスを行う上での設備が十

分でないことから、移転についても検討していると

いう状況でございます。

○平良昭一委員 運転免許センターというのは、皆

さん、県警の所管なの。
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○下地忠文交通部長 そのとおりでございます。

○平良昭一委員 県警の中でこれの必要性、要する

に隣接していたほうが便利であるというのであれば、

ぜひ一緒に検討していただきたいのと、それプラス

高齢者の運転免許を更新する際の高齢者講習、これ

は自動車教習所でしかできないんですけれど、これ

がもう非常に予約が取れない。３月６日の新聞にも

その件が載っているんですけれど。いわゆる認知機

能検査、高齢者講習通知書が来て、すぐさま予約し

ても２か月後にしかできないと言われています。で

あれば、やっぱり教習所ではなくて、運転免許セン

ターに付随するような形の中での教習所のシステム

をつくらないといけないんだろうなと思っています。

全国的に見ても、やっぱり高齢者講習というのは予

約が取れないということになっているのですから、

民間の自動車学校に頼るのではなくて、自分たちで

やれるような状況をつくっていくことは非常に大事

だと思いますけれど、これは予算が伴うものである

から、どうでしょうか。大北に土地があるんだった

ら、併設して造ってみたら一番いいものになるんじゃ

ないかなと思うんだけれど。

○鎌谷陽之警察本部長 委員御指摘のとおり、高齢

者の方々が教習をなかなか受けられないということ、

お待ちいただいているということについては大変心

苦しく思っておりますし、まず、それを何とか解消

すべく運用改善できるものはしていきたいというふ

うに思っております。

他方で中長期的に考えますと、この高齢運転者の

数というのは間違いなく、今後どんどん増加をして

いくものであることは目に見えているわけですから、

どういった施設が必要かということについて、限ら

れた予算の中で最適な結論というのを得ていきたい

というふうに思っていますし、関係部局とよく相談

して進めてまいりたいというふうに考えております。

○平良昭一委員 やっぱり北部の方々が予約が取れ

なくて中南部まで出向くというのは、これも高齢者

にとっては大変な負担になるわけですよ。そういう

面ではいい機会ですから、前向きに検討して実現を

していただきたいなというふうに私は要望しておき

ます。

そして、先ほど山里委員からありましたとおり、

84号線の信号機の問題。これも開通した２年も前ぐ

らいから言われている中で全くやられてない。その

中で先ほどの答弁では、白銀橋の渋滞に拍車をかけ

てしまうなんていう答弁をされると非常に困る。安

心・安全のための環境整備で道路整備を行うわけで

すから、それが理由でできないなんていうのであれ

ば、何のための道路か分からない。特に、私もよく

通るほうですけれど、とにかく危険極まりないよう

な状況があるというのは把握しているはずなのに、

信号機１基つけるのにどれぐらいの予算がかかって、

そんなに難しい話なのか、もう一度答えていただき

たい。

○下地忠文交通部長 委員のただいまの指摘のとお

り安全性、それから危険性も含めて早めの設置を今、

前向きに考えているところでございます。

○平良昭一委員 前向きに考えているのであれば、

２年もかからないだろう。もう山里さんが言うには、

２年ぐらい前から言っているらしいです。開通して、

ずっとそのまま置かれているというのは、地域住民

からすると何をやっているのと言われるんですよ。

その辺は十分考えて、先ほどの白銀橋の渋滞なんて

いう言葉はもう言っちゃ駄目ですよ。やっぱり命が

大事なんだから。そういう面で早めに取り組んでい

ただきたい。

以上です。終わります。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 よろしくお願いします。

まず、公安委員会のほうからちょっとお聞きをし

ますが、警察施設整備ということで全体的に20億円

というのがあるんですよ。いろんな宜野湾のものも

そうで、名護のというような形が。離島の宿舎等の

ものが総括であるんですが、離島における宿舎等を

含めた施設の進捗状況をちょっと教えてください。

○仲吉猛厚生課長 待機宿舎につきましては、全体

の約６割が築後35年以上経過して、経年劣化による

施設や設備機器の破損等が見受けられることから、

設備機器更新を含めた計画的な修繕を行うこととし

ております。その上で、離島地域の警察職員待機宿

舎の整備につきましては、令和５年度予算において

待機宿舎改修工事として必要な予算を計上しており

ます。具体的には、八重山警察署平得宿舎の外壁防

水工事を計画しております。今後も関係機関の御理

解をいただきながら、離島を含めた待機宿舎の整備

に取り組んでまいりたいと思います。

以上です。

○當間盛夫委員 私は外壁の防水工事を聞いている

んじゃなくて、根本的に離島の施設は老朽化してい

るということの建て替えが必要じゃないかというこ

とで、本部長、いろんな提起をさせてもらいました。

この離島における宿舎等を含めた部分の課題は何で

すか。
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○壱岐恭秀警務部長 課題といいますか、今離島そ

れぞれ各施設あるんですけれども、やっぱり数がま

ず少ないというのはあります。全署員分を賄う戸数

はないということもありますので、その数の確保と

いうのが一つあろうかと思います。

他方で、その分を今民間の賃貸物件で補っている

ところでありますけれども、そこにつきまして大き

な課題として今あります。そういったところで、建

て替えというのもありますけれども、新規に早急に

確保しなきゃいけないという課題も含めて、今検討

をしているところでございます。

以上です。

○當間盛夫委員 若い世代、例えばもう小さい子供

たちがいる世帯が転勤するという中で、皆さん今民

間というお話をされたんですが、離島、八重山を含

めた、今もう民間の家賃はどれぐらいで、皆さん住

宅手当はどういう形で出されているんですか。

○仲吉猛厚生課長 現在の離島地域の具体的な家賃

については、ちょっと把握しておりませんが、本島

内とほぼ変わりなく高いというのは聞いております。

手当につきましては上限がありますが、２万8000円

が上限として支給されております。

以上です。

○當間盛夫委員 これに付随して５番目、テロ対策

の未然防止ということで、今回、国境離島における

不法事案等の対策で18億円ということで、皆さんの

説明では、ほぼほぼ人件費だというのがあるんです

が、この国境離島の150名の人たちはどういう宿舎に

なるのか、どういう住環境になっているんですか。

○壱岐恭秀警務部長 離警隊の隊員につきましては、

ほぼ民間の物件を借りておりまして、住居手当で対

応しているというところでございます。

○當間盛夫委員 本部長、海上保安庁も離島警備で

尖閣だとかいろんな形で、若い海上保安庁の皆さん

が、もうね、結局、一旦海上へ出ると戻るのがもう

１週間だとか、10日ということで、若い隊員の離職

する職員が多いというのが今の海上保安庁の悩みな

んですよ。その辺は皆さんどう捉えていますか。

○鎌谷陽之警察本部長 委員の御指摘のとおり、今

海上保安庁など、離島における勤務が必要な業務の

方々について、やはり相当の負担がかかっていると

いうことが一つの課題であると思っています。それ

は警察職員についても、やはり同じ課題があるとい

うふうに思っています。警察の待機宿舎については、

やはり警察力の――特に離島のような離れた地域で

の確保といった意味でも、重要な意味もあると思い

ますし、また、これは待機宿舎以外も、例えば駐在

所についても、今回建て替えが認められている部分

というのもありますけれども、そういった警察施設

全般をしっかり確保していかないといけないという

ふうに思っていますし、待機宿舎についても、よく

考えてまいりたいというふうに考えております。

以上です。

○當間盛夫委員 しっかりと頑張られてください。

次に、生活安全を見直す犯罪対策の推進という中

に、精強な地域警察の構築というのがあるんですけ

れど、これどういう地域警察を目指しているんです

か。どういう構築をしようとしていますか。精強な

地域警察の構築ってどういうことなの。これだけ地

域警察の構築をということをやっているわけですか

ら、去った国際女性デーということで、女性の活躍

の場ということで、それが日経新聞のほうに、女性

警察官増で犯罪抑止と多様な人材で生産性を高める

と、女性警察官が増えることで、女性に対する犯罪

被害が減少するというエビデンスがあるということ

があるんですけれど、沖縄県警の女性警察官の人数

とか、全国の割合的なものがお分かりでしたら、お

答えいただけますか。

○知念克幸警務部参事官課長事務取扱 全警察官に

占める女性警察官の割合と、その活躍できるための

取組ということで説明してよろしいでしょうか。

県警察における定員に占める女性警察官の割合は、

令和５年２月１日現在で9.5％ということになってい

ます。新年度の４月１日には、10％を超える見込み

となっております。このような状況を踏まえて、県

警察では女性警察官の勤務環境のさらなる向上につ

いて取組を行っております。具体的には、職員また

はその配偶者が妊娠をした際には、速やかに上司に

よる面談を行い、育児休業の取得に当たっての不安

解消に努めているほか、妊娠中の女性警察官が勤務

しやすいよう設計されたマタニティー制服を導入す

るなど、女性警察官が活躍できる取組を進めている

ところであります。

以上です。

○當間盛夫委員 九州での、この皆さんの今の位置、

割合分かりますか。

○知念克幸警務部参事官課長事務取扱 九州におけ

る定員に占める女性警察官の割合につきましては、

福岡県も9.5％ということで沖縄県と一緒なんですけ

れど、そのほかの県警につきましては、沖縄県より

は上位となっています。一番高いパーセントとして

は、佐賀県が10.5％ということになっております。
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○當間盛夫委員 これ皆さんが今回10％上がる、皆

さんが10.7％になった分で、福岡も13％になってい

るんですよ。鹿児島も18％、長崎も18％、佐賀は23％

というね、直近の割合になっているわけですよ。今

九州で一番沖縄が女性警察官の割合が低いという状

況になっているんです。本部長、その辺の状況をど

う認識されますか。

○鎌谷陽之警察本部長 委員御指摘のとおり、これ

九州に限らずということのようなんですけれども、

全国的に見ても残念ながら沖縄県警における女性警

察官の割合、ワースト１位というふうに承知をして

おります。これは、やはり県警察として今後の世代

を育成するという観点からも、しっかりと取り組ん

でいかないといけない課題であると思いますし、ま

た、委員から御紹介いただきました日本経済新聞の

記事におきましても、組織の活性化ということはも

ちろんですが、治安そのものにもいい影響が出ると、

そういった統計もあるというふうに聞いております

ので、そこについてはしっかりと取り組んでいきた

いというふうに考えております。

○當間盛夫委員 この女性警察官の割合が１ポイン

ト増える部分で、被害報告数も増えるということを

言われているわけですよ。なかなか男性警察官に被

害報告をしないということになってくると、捜査に

も信頼性が得られていないというような形での進め

方になるわけですから、やっぱりそういう分での女

性の活躍の仕方ということもあるかと思いますので。

でも、その前にやっぱり警察の働き方改革もやらな

いといけないかもしれませんね。公安の皆さんが来

たら、もうほぼほぼ男性しかいないという、もう男

性社会ということを見ると、やっぱり女性がこうい

う形で社会でしっかりと物が言えると。物が言える

と言ったらおかしいんだけれど、やっぱり女性の犯

罪被害をなくすということも大事な部分があろうか

と思っていますので、しっかりとその割合を増やす

ように、ぜひまた頑張ってもらいたいと思います。

次に、先ほど平良委員からもありましたように、

適正な運転免許行政の推進という中で、認知機能検

査、高齢者講習の対象者は県内でどれぐらいいらっ

しゃるんですか。

○下地忠文交通部長 県内におきましては、運転免

許の更新時に高齢者講習を受講していただく必要の

ある70歳以上の高齢者運転者の方は、令和４年12月

末現在で12万4491人となっております。前年比でプ

ラス7761人、6.6％の増ということになっております。

以上でございます。

○當間盛夫委員 認知機能検査は別にしても、高齢

者から言うと70歳以上、12万ということになると、

年間でどれくらいの受講者になるんですか。

○下地忠文交通部長 令和４年中を取り上げてみま

すと、高齢者講習の実施件数ですけれども、３万

3582件ということになっております。

以上でございます。

○當間盛夫委員 ３万3000人の受講者、講習の対象

者がいらっしゃるわけですね。その分で豊見城の免

許センターで年間に何名受けられますか。

○下地忠文交通部長 豊見城の運転免許センターで

の令和４年中の高齢者の実施件数ですけれども、

6109件ということになっております。

以上でございます。

○當間盛夫委員 ちなみに、名護免許センターはど

れぐらいですか、今現在。

やっていないということは聞いているので、名護

免許センターではどうなっているんですか。

○下地忠文交通部長 名護の免許センターでは、現

在実施をしておりません。

自動車教習所、そこで公安委員会のほうから委託

をして実施をしている状況でございます。

○當間盛夫委員 ということは、皆さん４月からこ

の分が民間にというような変わり方をするんですが、

豊見城の運転免許センターも、もう４月からは運転

免許センターではやらないという方向なんですか。

○下地忠文交通部長 豊見城市の運転免許センター

では、引き続き実施をしていくということでござい

ます。

○當間盛夫委員 平良委員からもあったんですが、

北部の皆さんは２か所の民間の部分で、結局予約が

取れなくて、中部だとか、豊見城の運転免許センター

にということがある。ましてや、この講習はただで

すか。

○下地忠文交通部長 手数料が発生しております。

○當間盛夫委員 お幾らですか。

○下地忠文交通部長 6450円でございます。

○當間盛夫委員 この運転をせざるを得ないという

高齢者の皆さんが、北部で受けられなくて、わざわ

ざ予約しても２か月待つんだとかいう投書もあるわ

けですよ。その中で6400円も払いながら名護なり、

ヤンバルからわざわざ講習を受けに来るという、僕

はその費用負担というのは物すごい大きなものがあ

ると思うんですよ。それからすると本部長、やはり

皆さん今度警察署を移すと。その警察署を移すのも

令和９年という話になる。その後に名護の免許セン
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ターも考えるということになってくる。それだけの

期間、本当に置けるんですか。名護の運転免許セン

ターも早めに改修して、講習者の講習が受けられる、

高齢者の講習が受けられるように改修すべきじゃな

いですか、どうですか。

○鎌谷陽之警察本部長 委員御指摘のとおり、今ま

さに高齢者の方々に御負担をかけているといった部

分があるというふうに思います。我々、名護署の移

転が終わってから、考えるというふうには思ってお

りませんで、そこはきちんと並行をして検討をして

まいりたいと思いますけれども。

まずは名護署の移転についても、令和９年度にま

でかかるということですから、取りあえずそれまで

にできることというのは何かというのをひとつちゃ

んと考えて、できるだけ教習所の枠を広げていただ

いて、予約を取れるようにするとか、そういったこ

とも含めて考えてまいりたいと思います。また、先

ほども申し上げたように、やはりこの高齢運転者の

数というのは間違いなく、これはどんどん、どんど

ん増えていく問題ですので、そこはしっかり対応で

きるように、知事部局とも御相談して検討してまい

りたいというふうに考えております。

○當間盛夫委員 皆さんから頂いた資料で、高齢者

の第１次当事者の事故というのが沖縄は低いんです

よ。それを含めても、やっぱりこの講習というのは

大事だと思うんですよね。そういったことも含めて、

しっかりとこの高齢者講習、認知機能検査というこ

とをしっかりとやっていただきたいと。地域差がな

いように、ぜひお願いしたいと思っております。よ

ろしくお願いします。

次、総務部にお尋ねしたいんですが、今日の記者

会見も終わったということですので、皆さん、部長

も答弁はできるかと思うんですが、電気料金増によ

り100億円支援ということで、財政調整基金の活用を

臨時交付金の活用で、沖縄振興特定事業推進費の活

用と捻出というのがあるんですけれど、財政調整基

金からどれだけどう出して、その後どうなるんです

か。

○宮城力総務部長 今沖縄振興予算の科目について

お話がございましたが、今内閣府にあっては、沖縄

振興予算の財源活用を検討しているということで、

まだ確定しているというものではございません。今

追加補正予算の計上を予定しておりますのは67億

8000万円、そのうち一般財源として基金から24億

8000万円を繰出し、いわゆる繰入れをするというこ

とを今、考えているところでございます。

○當間盛夫委員 この国の特定事業推進費、市町村

分というのがあるんですけれど、皆さん市町村の同

意は得ているんですか。

○宮城力総務部長 これは経済団体の皆様も含めて

いろいろ検討しているところで、沖縄振興予算の活

用についてもいろいろ御相談させていただいている

ところで、市町村の皆様にもお話は伝わっていると

聞いております。

○當間盛夫委員 違う、僕は同意を得ているのかと

聞いているの。これ国の市町村事業に関する予算だ

から。

○宮城力総務部長 このスキームについては、市長

会、町村会の皆様にも経済団体のほうからお話はさ

れているというふうに聞いております。

○當間盛夫委員 僕は同意を得ているのかと聞いて

いるの。同意を得たかどうかは分からないというこ

と。

○宮城力総務部長 確認はしておりませんが、同意

は得ているものと思っております。

○當間盛夫委員 これ以上あれなんですけれど、私

は沖縄電力が先に42％というものをさらなる努力で

さ、やっぱり下げるのが僕は先じゃないかなと思う

んですよね。それがなくて、わざわざ我々が先にや

るというのはいかがなものかなということはちょっ

と提言させてもらいます。

次に、公共施設マネジメント推進事業、これ29億

円あるんですけれど、今後50年間で３兆134億円、年

間にしても600億円かかるという中で、29億円はどの

ように進めていくんですか。

○池原勝利管財課長 令和４年８月に改定した沖縄

県公共施設等総合管理計画において、道路などのイ

ンフラ施設、県営住宅や企業会計が保有する施設な

ど、県全体の公共施設等を対象に、今後50年間に修

繕、更新等に係る将来経費について、令和４年度か

ら令和12年度までは個別施設計画を基に、それ以降

は一定の条件の下に試算した結果、年間約600億円が

必要と試算しております。

一方、公共施設マネジメント推進事業の事業内容

でございますが、技術職がいない施設への個別施設

計画に基づく大規模改修を推進する事業及び公共施

設など緊急的な修繕や、脱炭素化に資する改修など

を行うことで、予防保全、機能改善を図る事業とし

ており、対象もインフラや企業会計、公営住宅など

を除く公共施設等としているところでございます。

以上です。

○當間盛夫委員 今度の管理計画でもそうで、皆さ
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んが新しく出した行政運営プログラムでも、ＰＰＰ

／ＰＦＩの推進ということがあるんですけれど、こ

れから民間活用をどのように進めていきますか。

○池原勝利管財課長 公共施設等の更新などに際し

ては、民間の技術、資金等を活用することが有効な

場合もあることから、令和４年８月の沖縄県公共施

設等総合管理計画を改定し、公共施設等の整備等へ

のＰＰＰ／ＰＦＩの活用方針の推進を追記したとこ

ろでございます。

具体的には、沖縄県ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先

的検討規程に基づき、10億円以上の公共施設の整備

や、利用料金の徴収を行う施設の整備などに当たり、

ＰＰＰ／ＰＦＩの導入を検討するものでございます。

現在、大型ＭＩＣＥ施設においてＰＰＰ／ＰＦＩ

手法を活用して事業を推進しており、また宮古広域

についても所管部局においてＰＰＰ／ＰＦＩ手法の

導入について検討を進められていると聞いておりま

す。

今後は、沖縄県公共施設等総合管理計画の改定の

周知をさらに進めることとし、全庁的に情報共有を

図っていきたいと考えております。

また、委員御指摘のように、次年度から実施予定

の新沖縄行政運営プログラム実施項目においても、

ＰＰＰ／ＰＦＩの推進が掲げられており、関係部局

と連携し推進していきたいと考えているところでご

ざいます。

以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員から総括質疑をしたい

との提起があり、委員長から當間委員に対

し、誰にどのような項目を確認するのか改

めて説明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 電気料金の県の支援の在り方、そ

れとＰＰＰ／ＰＦＩの民間活用の推進に関して知事

に質疑をさせてもらいます。

○又吉清義委員長 ありがとうございます。

ただいまの當間盛夫委員の総括質疑については、

３月13日の質疑終了後にまた協議いたしますので、

ひとつよろしくお願いいたします。

質疑を続けてください。

○當間盛夫委員 次に知事公室になりますが、基地

関連業務費で、知事訪米等の実施というのがあるん

ですが、今知事は訪米されているんですけれど、状

況はどうなんですか。

○嘉数登知事公室長 ちょっと長くなるんですけれ

ども、今現在の訪米活動を簡単に総括したものを答

弁したいと思います。

今回の訪米は、コロナの関係で３年半ぶりの訪米

活動となりました。国務省、国防総省や米国連邦議

会議員等に対して、いわゆる安保関連３文書の閣議

決定や２プラス２が行われたタイミングで、辺野古

新基地建設問題やＰＦＯＳなど現代の沖縄の状況や

台湾有事等を含め、基地問題についての知事の考え

を直接説明できたことは大変大きな意義があったと

いうふうに考えております。特に、現地ではトッド

・ヤング上院議員やアレクサンドリア・オカシオ・

コルテス議員など有力議員や沖縄県にルーツを持つ

ハワイの選出なんですけれども、ジル・トクダ下院

議員と直接面談できたことは大変有意義であったと

いうふうに考えております。

面談した議員からは、ＰＦＯＳ問題についてＮＤ

ＡＡ、これは国防権限法ですけれども、そこへの提

案に関し前向きな反応を示す議員がいたほか、台湾

有事についても１つの中国の原則を肯定する者が多

いなど、知事の考えに同意する発言がほとんどであっ

たということでございます。

それから、今回の訪米ではナショナル・プレス・

クラブにおいて、記者会見やディフェンスライター

ズグループ、これは防衛安全保障担当記者ですけれ

ども、そこでの懇談会を行うなど、広報活動も積極

的に行ったというふうに報告を受けております。

早速、現地では沖縄県知事、島での米軍プレゼン

スの縮小を推進という記事ですとか、沖縄県知事、

太平洋の緊張の中、皆さん冷静になってくださいと

発言ですとか、平和外交がバランスの維持に役立つ

と述べるというような記事が掲載されるなど、幾つ

かの現地のマスコミが知事の訪米活動を報じていた

ということがございました。

それから、ジョージ・ワシントン大学のほうにも

行っておりますけれどもマイク・モチヅキ教授、戦

略国際問題研究所のクリストファー・ジョンストン

日本部長など、多くの有識者と意見交換もできたと

いうことでございます。

それから、有識者からは抑止力に対抗する概念と

してリシュアランス、安心供与という概念が重要で

あり、沖縄県が地方自治体として一定の貢献ができ

るのではないか、普天間基地の返還については、辺

野古に移設する案は時間軸で考えると、もはや合理

性に欠けているため、普天間の閉鎖を目指したほう

がいいのではないか、さらにはグアム、サイパン、
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北マリアナなど国外への移転も検討したほうがよい

のではないかなどの今後の参考となる意見もあった

ということでございます。

最後に沖縄ナイトについても報告がありますけれ

ども、今回の訪米で面談の時間が確保できなかった

有識者や、沖縄とゆかりが深い方々、今後重要なキー

パーソンとなり得る米軍関係者等をお招きし懇談会

を行うことができたということで、その中で地元の

ワシントンＤＣ沖縄会の協力をいただきまして、琉

球舞踊や空手演武などの沖縄の文化の魅力に触れて

いただきながら、直接知事が会って交流を深められ

たことにより、今後の取組につながるネットワーク

の構築にも、きっかけができたと考えているという

ことでございます。

今回は１週間弱の訪米活動でしたが、大変実りの

多い訪米になったというふうに総括しております。

以上でございます。

○當間盛夫委員 令和５年度の予算にも知事訪米と

いうものをやっているんですけれど、令和５年度も

訪米する予定なんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和５年度当初予

算（案）におきましても、知事の訪米経費は計上し

ております。

○當間盛夫委員 裏口からしか入れないとかね、い

ろんなマスコミに言われて、今日のプレスの分でも、

地元マスコミは１社しかないというのをＮＨＫが

言ったりするというものを考えると、私は知事が訪

米するよりは、地元アメリカのマスコミを沖縄に招

致するんだとか、有力議員を沖縄に招致するほうが

いいんじゃないかと、結果的にはと思うんですけれ

ど、その辺はどうですか。

○嘉数登知事公室長 御指摘の米国の議員等、関係

者の招聘というところも考えておりますし、私は歴

代の沖縄県知事が訪米をして米軍基地問題を訴え続

けてきたということは、非常に大事だと思っており

ます。継続していくことが、決してこの問題を米国

にも忘れさせないという意味もあることから、これ

は継続してやっていくべきだというふうに考えてお

ります。

○當間盛夫委員 最後になりますけれど、辺野古問

題の対策なんですが、私は訴訟では問題解決はしな

いというふうに思っていますがどうですか。

○嘉数登知事公室長 沖縄の過重な基地負担の軽減

を図るためには、政府に対し申し上げるべきことは

申し上げ、問題点を指摘しながら必要に応じて連携

して取り組むことが重要と考えております。

辺野古新基地建設に係るこれまでの一連の裁判で

すけれども、これは公有水面埋立法や漁業調整規則

に基づく許認可等の法的な問題に関連する争いであ

りまして、県としては違法な状態を放置できないと

いう法律による行政の原理の観点から訴訟を提起し

ているものです。

また、これらの許認可等の法的な問題には、沖縄

県の自主性、自立性に影響を与える問題も含まれて

おり、地方自治の保障の観点からも必要な対応であ

ると考えております。県としては行政、法学者等の

意見も踏まえつつ不承認処分をめぐる訴訟で、県の

不承認処分の正当性を主張してまいります。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員から総括質疑をしたい

との提起があり、委員長から當間委員に対

し、誰にどのような項目を確認するのか改

めて説明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 今私が質問しました基地問題の解

決という部分は、知事に総括でまた質問させてくだ

さい。よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 ありがとうございます。

ただいまの提起内容については、３月13日の質疑

終了後に協議いたします。

質疑を続けてください。

○當間盛夫委員 終わります。

○又吉清義委員長 以上で知事公室に係る甲第１号

議案、総務部に係る甲第１号議案、甲第７号議案及

び甲第19号議案、公安委員会に係る甲第１号議案に

対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○又吉清義委員長 再開いたします。

以上で本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん大変御苦労さまでした。

次回は３月13日月曜日午前10時から委員会を開き

ます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。
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